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6 地域雇用開発助成金

(1) 地域雇用開発奨励金

NQ，7767 p， 2 

雇用保険法施行規則(昭和50年労働省令第3号。以下「産保則」という。)第 11 2条の規定に

基づく地峨雇用開発助成金の支給については、この要領の定めると亡ろによる。
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地域雇用開発助成金は、雇用情勢が厳しい地域等において、雇用開発に取り組む事業主を支援

するために、当該地域|こ事業所を設僅・整備し、それに伴い地域に居住する求職者等を躍い入れ

る事業主lと対して助成を行うものである。

地域雇用開発助成金は、地域雇用開発奨励金(以下「地開金Jという.)、刊l'綿若年者雇用関

励金とする。

地開金における雇用情勢が厳しい地域等とは、 0201における間意雇用開発促進地機と0202にお

ける過鰍等雇用改善地1伎とする。

沖縄若年者雇用奨励金における躍用情勢が厳しい地域とl士、沖縄県とする。

0102 適用単位

地問金の支給(中小企業事業主の判定を除く。)は、濯用保険の適用事業所を単位として行う

ものとする。ただし、設歯・整備又は渥入れlこ係る施設が事業所非百五当施設(公共職業安定所長

の承認を受けていない施設を含む。)である場合は遡胤しない。

0200 地域箆分

0201 間意腫問開発促進地峨

地域濯用開猪促進治 (11自和 62年法律第23 ~号)第 7 条lこ規定する同意腫用開発促進地域をい

ヲ。

0202 過蹄等種問政普地域

人口の微少等に伴い事業所の殺世童文は整備が特1::閤離となっていることによりR軍用機会が箸し

く不足するおそれのある地域であって当該地織の人口動機等を考慮した場合iこ雇用機会を特に増

大させる必聖書があると認められるものとして、耳軍用保険法施行規則(以下 f耀用保険法施行規則

Jという。 昭和目白年労働省令第3若手)第 11 2条第2積第 1号イ(2)に基づき厚生労働大臣が指

定する地域をいう。

0300 支給饗件

0301 支給対象事業主

地開金の支給の対象となる者l立、次のイからチのいずれにも餓当ずる事業主kする。

イ 間意雇用開発促進地域又は過制等腫用改善地域において、官十簡臼 (0501の計画舎を労働局

長に提出した日をいう。以下閉じ。)から先γ日 (0701の完了脂(第 1図支給申請筈)を労

働局長に提出した日(計図日から起算して 18か月を経過する日までに当紘発了届(第1間

支給申精舎)を提出していない場合l士、剖国臼から起算して 18か舟を経過する日。)をい

う。以下問じ。)までの聞に、事業所の月i!JIl拡大の允めに必墜な事業の用1::供する施設又l立

設備の殻撹.~整備(その後期の合制欄が 300万円以上のものに限る。)を行う事業主である

こと。

口 イの設置・整備に伴い、 03041と定める対象労働者を、 3人{創業の場合は2人)以上計図

日から先γ日までの聞に腫い入れた事業主であること。

ハ 昔十回目的前日における当紘地間金r/)支給に係る者評議所の被保険者(短期擢Jfl特例被保険者

白 血 ，nc: 山
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及び日雇労働被保険者を除く。以下同じ。)数から完了自における地開企の支給に係る事業

所の被保険者数が 3人(創業の場合は2人)以上増えている事業主であることり

ニ 第 1回l主計画日から完了目、第2回は完了日の翌日から完了日の 1年後の日、第3凹は完

了日の 1年後の日の翌日から完了日の 2年後の日までの問(以下「支給要件中I定期間Jとい

う。)に、地問金の支給に係る事業所で雇用する被保険者を解雇(伐に掲げるものを除く。

)等事業主の都合で商住職(以下「解雇等j とb、う。)させていないこと。

(イ)当核労働者の責めに帰すべき理由による解雇

(ロ)天災その他やむを得ない魁由により事業の継続が不可能となったととによる解腫

ホ 支給要件判定期間に、雇用保険法((昭和49年法律第 11 6号)第 23条第2頃に規定

する特定受給資格者であると認められた者の数が 3人を趨え、かっ、その数を当被支給墜件

判定期聞の初日における地問金の支給に係る事業所の被保険者の数で除して得た値が日%を

超えていないこと。

なお、放の(イ)から(ニ)までに掲げるいずれかの特定受給資格者となる離椴理由により陣織し

た者の数は除く。

(イ)被保険者の貨めに帰すべき遡自による解濯

(凶)被保険者の都合による退職

(ハ)被保険者の死亡

(ニ)天災そめ他やむを得ない理由により、事業の継続が不可能になったことによる解雇

へ 高年齢者腫用維{皐措鐙を講じていないことにより、高年齢者等の雇用の安定等l乙関する法

律(1昭和46年法律第 68号)第 10条第2噴に基づき、当骸徹保措置を講ずべきことの勧

告を受けている場合は、支給申緒日までに是正していること。

ト 労働局が地問金を支給するために必墜な番鎖的機出及び設鐙・整備に係る事業所(以下「

百貨盤・整備事業所Jという。)に立ち入って行う実地欄査に応じる事業主であること。

チ 地関金の支給lζ係る事業所において、地峨の庖胤構造の改替に資するものと認められない

事業主でないと1::，

0302 股鐙園整備費用

イ 音壁盤・整備費用の算定対象1::ttる施設又は設備とは、雇用拡大のために必纂な事業め用に

供する不動経(土地を除く.) Jtl主観iIEをいう。

動産と l立、機徹、装賞、工具、総具、備品、車問、船舶、航空機及び運搬綿具絡をいい、

商品以外のものであれば減悩償却資産であるか否かを問わず、原材料や消費財以外のものは

殺鐙・整備費用の算定対象とする。

胤材料や消費財であるか谷かの判断は、原則として、繰り返し使用されるものか管かによ

る。

口 設官量・盤備資用の算定対重量l土イの施設又l立設備の新設、土留殺、購入又l土賃借lこ墜したハの

費用のうち、次の(イ)&ぴ(ロ)のいずれにも鱗当する望者用とする。

(イ)計凶日から完了間までの聞に;;11彼自又は貸貸借期間の初日があること(興約締結日が計画

日前ぬものを含む。)

(ロ)計四阿から党了間己主寸?の聞に実際に支払われた難用であること

ハ 純鍛:SI.は設備の新設、増設、購入又11貸借に聖書した繁期11炊の(イ)から(1、)の費用をいう。

(イ) 1製約が20万円以上の工響費用(建築工事費及びこれに付随する土地造成費、設計・監遡

叫 1nA _ 
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費、基礎工事費、外構工事費、電気工事費、各種設備工事費、内装工事費及び工事管理費の

ほか建物の解体費を含む。なお、地開企を申請する事業主名義で不動産登記している部分に

IIRる。)

(ロ)次のa又はhのいずれかに該当する購入費用(購入に伴う取付費用及び運搬費用等の諸費用

を含める。)

a 不動産(土地を除く白)の購入であって、 1契約あたりの購入費用が20万円以上のもの

b 動産の購入であって、 1点あたりの購入費用 kして支払った金額が20万円以上のもの

(J、)次のa又はbのいずれかに鉱当するcからdにより算定した賃借費用(喫約期聞が 1年以上で

あり、原則として、反復更新が見込まれるものに限る。)

a 不動産(土地を除く。)の賃借であって、 1香里約あたりの貸借費用(共益管理費を含む。

)として支払った金績が20万円以上のもの(賃貸借製品f..Jをすることに伴い支払った敷金及び

建設協力金、礼金並びiこ不動産仲介料は含めない。なお、賃貸借製約した不動産にかかる内

装等の工事費用は算定対象lと含める。)

b 動産の貸借(リ}ス契約を含む。)であって、 1点あたりの賃借費用とし、て実際lこ支払っ

た金額が20万円以上のもの(貸借に伴う取付掛用・溜搬費用等の諸費用を含め保守メンテナ

ンス崎朋を除く， ) 

c 計画自から完了日の聞に実際に支払った傾が賃借の鈎約1VJ聞の 1年分を趨える場合l立、 1

苦手分の金額を賃借費用の上限とする。

d 貸借の勢約期聞が 1年を趨えるもので、 1年分の貸借費用が定められてい舟い場合1立、製

約金額を契約年数で創って得た徹を賃借費用とする。

ニ 前Z買にかかわらず、次の(イ)からか)のいずれかに骸当する襲用は殺鐙・整備費用の算定対象

としない。

(イ)先γ日後に支払われる予定の費用

(ロ)賃借費贈のうち支払WI日が到来していない襲用

(ハ)分割払いにより支払われた費用のうち半数料等(利子分は除く。)

(ニ)小切手、学形又はクレジットカードlζよ相支払われた費用のうち、決済を完了していない

費用

0303 除外質問

イ 0302にかかわらザ、炊の(イ)から(9)のいずれかに該当する費用1土、胤則として、能債・豊富備

費胤の算定対象としない。

(イ)賃貸胤の施設又は鍛備(貸借入の居所とならないものを除く。)の新館、噌官賞、購入又は

賃借に聖書した事者用

なお、当該施設がR量刑拡大のための音Il分を含む場合i立、 a又は bのとおり取り扱う。

a 腫朋め拡大のための部分の借用と賃貸用の音s分の望号胤が明雄lこ分離できる場合は、雇用

の拡大のための部分の働舟を般世・盤備費用の算定対象に含める。

b 躍用の拡大のための部分の望者胤とその他の部分の事者用が明確に分隊できない場合は、そ

れぞれの床悩積に応じて按分して算定するものとする

(ロ)閏の補助金等(地方公共間体等合通じた間後補助金等栓合U，以下 f補助金書事Jという。

)の::5E付又l土交付決定を受けている施設又は設備の新設、増設、購入又は貸借lこ饗した費朋

のうち補助金曜事の俊付楠

唱 n~
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(ハ)地方自治法第 244条第 1項に規定する公の施設(以下「公の施設Jという。)の管理を

行う場合、公の施設の増設又は賃借、若しくは公の施設に設置する設備の新設、購入又は貸

借lこ要Lた費用

(ニ)個人自宅等と一体となっている施設又は設備の新設、増設、購入又は賃借に要した費用

(ホ)躍用の拡大を伴わない施設の建て替え又は設備の交換に裂した費用

(へ)雇用の拡大を伴わない施設の移転又は設備の移設に要した費用

(ト)従業員のための福利厚生用の施設又は設備の新設、増設、購入又は賃借(ただし、従業負

のための福利厚生用の施設又は設備が腫用の拡大のための施設又は設備と一体となって設

置・整備された場合は、福利厚生用の施設又は設備に要した費用の占める割合が一体となっ

て設置 v整備された費用の 1/3(過疎等騨用改善地域内の事業所にあっては 1/20以下

問Co)以下であれば、設置・整備費用の算定対象に含める。)Iこ要した費用

。)童話形l劃定資産(工業所有権(特許権、実用新築様、意匠権及ぴ簡様権)、専用権(篭話加

入権、側線専用権等)、借地権(地上権を含む)、営業権及びソフトウェアなどの権利)の

取得lこ要した費朗

(リ)消費税以外の税金及び保険料等ぬ資用(リース料に含まれるものを除く)

m駐車場の新設、増自主又は賃借に聖書した費用(ただし、設置・整備費用に車聞が認められた

場合は当該車問のための駐車場の新設、増鍛又l主貸借lと要した費用を除く。)

(ル)光熱水料及び発篭朋の施設・設備の設僚に製した費用

。)不動産登記の手数料

(9)フランチャイズ毒事の加盟料、ロイヤリテイの購入費、保証金口 0302にかかわらず、炊の(イ

)から(ハ)めいす溢れかに該当する場合l立総鐙・整備望者用の算定対愈としない。

(イ)設置・整備事業所の所在地を管轄する都道府県労働局(以下 f管轄労働局Jという。)が

当骸B堂監・整備事業所に立ち入って行う獄地欄査において、その存在が雄総できない場合

。)計画日から発了日までの聞に解約又は売却等を行ったため、完γ日において嬰件を満たさ

ないこととなった場合

(ハ)t也1鎖的雇用構造の改善に望者ナると認められ沿いと管轄労働局長が判断した場合

ハ 0302にかかわらず、(幾-1)の支給対象事業主と密綾な関係にあると認められる相手と

の取引により支払った常用は設置量・整備費胤の算定対象とし沿い。

(費一1)

法人

(法人形態の著書業

体めず4てをいう

。以下問じ。)

① 

@ 

③ 

④ 

@ 

当R霊法人の代理聖者

当R革法人の代理走者が代表者の法人

当官霊法人の代通費者の配備者

当核法人め代幾者の配偶者が代後者の法人

当該法人の代幾者の 3鋭部事以内の観桜(民法第 725条に定

める線族をいう o 以下問じ。)

⑥ 当骸法人ω代理費者の 3親等以内の親族が代表者の法人

⑦ 当核法人の敗締役会その他これに準ずる機関の構成員

(以下「取締役等Jという。)

可向。
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@ 当該法人の取締役等が代表者の法人

@ 計画日の前日から起算して l年前の日から完丁目の聞のいず

れかの日に当該法人の代表者左雇用関係等にあった法人又は個

人事業主

個人事業主 ⑩ 当該個人事業主

⑪ 当該個人事業主が代表者の法人

⑫ 当該個人事業主の配偶者

⑬ 当該個人事業主の配偶者が代表者の法人

⑭ 当該個人事業主の 3親等以内の親族

⑮ 当諮個人事業主の日親等邸内の親族が代表者の法人

⑩ 剖阻Hの前日から起算して 1年前の日から完了日の聞のいず

れかの日 1;:当被個人事業主と雇用関係等にあった法人又は個人

事業主

0304 対象労働者

対象労働者とは次のイ又はロのいずれかに設当する者とする。

イ 間意雇用開発促進地域においては、次の(イ)から(")のいずれにも核当する者であること。

(イ)濯入れ当初より、一般被傑|験者(腫用保険法第60条の2第 l頃第1号iこ定める一般被保

険者をいう。以下閉じ。)として無期腫用(漢約賞新聞数lこ時IJ隙がなく、希塑すれば全員契

約賞新が可能である等無期雇用と問視できる有期躍用を含む。以下問じ。)で、設置・整備

事業所において助成金支給終了後も引き続き相当期間庫重用することが確実であると総めら

れる者

(ロ)公共職業安定所等(公共職業安定所若しくは地方運輸局(運輸局監濃部並びに庫生労働大

障が国土笠通大障に協議して指定する運輸支局及び地方運輸局、運輸盤遡部Jtl立運輸支局の

王事務所を含む。)又は適正なi盤舟を期すことのできる有料・無料臓業紹介事業者(r穏期安

定事業の実施等について」日1)添4 r濯用関係給付金の取扱いに係る間意書についてJ (平成

20年 11月28臼付け職発第 112800n号)拳照)をいれ以下問じ。)の総介によ

り釘i箇日から完γ日までの聞に艇い入れられた者

(ハ)殺憧 e整備事業所の所在する間愈腿用開発促進地j成又は当餓同意腫用開発促進地峨lこ隣接

ずる間賞腫用開発促進地域lこ庖入れ日時点で謄住する求職者(以下『地峨求職者」という。

口 過糠等濯用改善地1載においては、次の(イ)又は(ロ)に核当する者であること。

(イ)イの(イ)1*.び(りのいずれにも核当し、設鐙・ 2盤備事業所の所在ずる過綿等庖用改善地域の

管轄公共職業安定所管内に燈入れ日時点で膳住ずる求臓者(以下「過隙等濯用改善地峨求職

者Jという。)Jtl立当館設置・盤備事業所lと就織するため当骸過鶴等濯用改善地域の管轄公

共職業安定所管外から当骸過隊等R喜朗改替地繊の管轄公共職業安定所管内に住所を移転す

る求戦者(以下 f移転求織者Jという。)

(u) l'JZのa及びbのいずれにも骸当し、自覚鐙・整備事業所において行われる箪撲に従事させるた

め、当絞殺鐙.，監備著書難所仕有する響楽主の{臨め事業所、Jtは当該般質・車産備事業所者ど有T

白血 可nn_ 
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る事業主と親会社、二子会社又は関連会社とほぼ同等の関係にある事業主の事業所から阻置転

換等により計画日から完了日までの聞に当該設置・整備事業所に転任させる一般被保験者(

以下 f過疎等雇用改善地域転任者Jとb寸。)

a助成金支給終了設も設置・整備事業所において引き続き雇用することが見込まれる者

b当草案転任の日まで当蔽企業において 6か月以上継続して庖用されている者

ハ 設置・整備事業所が同意雇用開発促進地峨であり、かつ過疎等雇用改善地域に所在する場

合は、 0501の計画審の提出時に選択したイ又はロのどちらか 方lと務当する者のみを対象労

働者とすること。

0305 除外労働者

0304にかかわらず、次のイからヌのいずれかに該当する場合、対象労働者に含まない(過牒等

雇用改善地域転任者を除く。)。

イ 公共職業安定所等の紹介以前に、雇用の内定があった者を濯い入れる場合

ロ 対象労働者の腫入れ日の前日から起算して 3年前の日から当核庖入れ日の前日までの間の

いずれかの日に躍用関係、出向、派遣又l土請負により当該事業主の事業所において就労した

ことのある者を腫い入れる場合

ハ 対象労働者の腫入れ日の前日から起算して 3年前の日から当鉱耀入れ日の前日までの聞の

いずれかの日に臨場適応訓練(腫用対策法第 18条第5号1::規定する求職者を作業繍筑lこ適

応させる訓練をいう。以下問じ。) (短期の職場適応訓練を除く。)を受け、又は受けたこ

とのある者を当該職場適応訓練を行い、又は行った事業主が雇い入れる場合

ニ 対象労働者の庖入れ日の前日から起算して 1年前め日から当核麗入れ日め前日までの聞の

いずれかの日に当骸者を濯用していた事機主と次の(イ)又は(ロ)のいずれかに務当する輔、

資本的・経済的・組織的関連性等からみて密接な関係にある事業主が雇い入れる場合

(イ)庖入れ臼において、発行済株式の総数又は出資ω総鱗に占める所有株式数又は出資の割合

が50%を超えるもの守あること。(当R員会社が関係会祉を有する場合は、当官機関係会祉を

含む。)

(0)取締役会の構成員について、代表取締役が問一人物であること、文は取締役を兼務してい

るものがいずれかの取締役会の過半数を占めていること。

ホ 安定所等の紹介時点k奥沿る条件で腫い入れた場合で、対象労働者lと対し労働条件lこ闘す

る不利益又は違法行為があり、かつ、当織対象労働者から求人余件が奥なることについての

申出があった場合

へ 0301;ニの支給軍基件判定期間lと0304の対象労働者に対する賞金を笠払期間を越えて支払って

いない場合(支給申精を行うまでに当餓賃金を支払ィコた場合を除く。)

ト 法人の代理費者又は倒人事業主と 3鋭等以内の貌燥を腫い入れる場合

チ 対象労働者の数の 1/3を組えて庖い入れられる新規学校卒業者(r新規学佼卒業者愉楽

紹介機務取扱要領J (平成 13年4月2日付け臓発第 19日号別添1)拳附)をいう o 以下

問じゅ)ぜある場合

リ 0303イ(ハ)の公の施殺の管迎を行うために庖い入れられる省である場合

32 地機の膳胤構造のilfI:替に資する k総められないk管轄労働局長が判断した場合

0306 継続支給望書件

- <"11'1('¥ _ 
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第2閏及び第3凹の支給申請に係る支給要件(以下『継続支給要件」という。)は、次のイか

らハのとおりとする。なお、第 2聞に継続支給要件を欠いた場合は、第3固についても地開金を

支給しない。

イ 被保険者数の維持

完了自における地開金の支給lこ係る事業所の被保険者数を、第2凹又は第3閏の支給基準

日(第2聞は完了日の 1年後の日、第3固は完了日の 2年後の日をいう。以下閉じ。)にお

ける当蔽事業所の被保険者数が下曲る場合、当骸支給基準日に係る地開金を支給しない。

ただし、ロにおける対象労働者の補充をすることにより、当館支給基準日における事業所

の被保険者数の維持の堕件を満たされれば支給するo

ロ 対象労働者数の維持

完了悶における対象労働者数を、第2閏又l立第 3聞の支給基t値目における対象労働者数が

下回る場合、当該支給基準日に係る地問金を支給しない。

ただし、完了日から第2回又は第3凹支給基準日までの聞に、対象労働者が地開金の支給

に係る事業所を就業しなくなったとき(解躍等(天災その他やむを得ない理由のために事業

の継続が不可能となったこと又は労働者の資めに帰すべき組曲による解躍を除く。)による

ものを除く。)した場合、(イ)の方法により、当W/k就業しなくなった者(以下『被補充者Jと

いう。)に相当する対象労働者(以下「補充者Ji::: いう。)を腫い入れていれば支給する。

(イ)術究者の腫入れの方法

a 被補充者の就業しなくなった日から起算して4か月を経過する日までの聞に補充者を雇

い入れること。

b 被補完者が就業しなくなることが予定されている場合l士、被補充J背の就楽しなくなった臼

から起算して 1か月前の日以降であれば補充者の躍入れを行うことができる。

c 既lこ対象労働者の要件を満たしていた者を補充者として鍛えないととo

d 過隙等腫用改善地峨転任者を補充者とする場合l立、a又はblと定める期間に当t罪事業断lこ転

任させること。

(ロ)補充者

(幾-2)の被補充者の欄に掲げる者に応じて、それぞれ補充者の欄に摘げる者とする。

(畿叩 2)

地峨求織者

過疎等謄}制改瞥地峨求職者

格車日求1脱者

過隙等態用改害時地峨転任者

-地1憐求職者

-過練4草月運用改務地峨求1働者

.移転求職者

・過練等月重用改善地域求職者

.移松求職者

・過蹄4事耳喜朗改畿地機Jjt臓者

圃移転Jjt戦者

-~ハ， -
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-過蹄等雇用政替地峨転任者

※ 計画日時点における向意臆用開発促進地横又は過疎等雇用改善地岐で判定をする。

ハ対象労働者の定着

完了日時点の対象労働者及び補充者のうち、第2閏又は第3回の支給基準日において就業

しなくなった者の人数が、完了日時点の対象労働者の数の 1/2を超え、かつ、 4人以上と

なった場合は、補充者の腫入れにより対象労働者数を維持していたとしても、当核支給基準

日に係る地開金を支給しない。

ω07 併給問整

第 1共通要領0304併給調整によるほか、地開金の支給を受けることができる事業主が、iXの各

号に掲げられている助成金の支給を受けた場合には、当蔽支給事自によってl士、地開金を支給し

ないものとする。

イ 地j旗求臓者雇用奨励金

口 地J~再生中IJ、企業創業助成金

ハ 若年者人材脊成‘定着支緩禦励金(若者チャレンジ奨励金)

ー 障害者試行驚胤奨励金

ホ 受給資格者創業支援助成金

-?n?円
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イ 地開金は、 0301の支給対象事業主のうち、事業所の設置・整備 (0302の設置・整備費用が3

00万円以上) t;::伴い雇い入れた0304の対象労働者め人数が 3人(創業の場合にあっては、 2

人)以上であるものに対して、事業所の設鑑・整備資用及び対象労働者の数に応じて、 (畿

3)に定める額を 1年ごとに 3凹支給するものkする。

口 創業の場合は、第 1回固め支給時に 1固めたりの支給額の 1/2を上乗せして支給する。

ハ 青十個日の前日と比較した完了日時点の被保険者の増加人数が、宮|幽日から完了日までの問

に雇い入れられた対象労働者の喪件を満たす者の数よりも少なし、場合l立、青|幽日の前日と比

較した先丁目時点的被保険者の僧加人数を対象労働者の数とする。

(讃-3) 

300万円以上
SO万円

1".000万円未満
80万円 IS0万円 300万円

1，000万円以上
60万円 100万円 200万円 400万円

3，000万円未満

3，，000万円以上
90万円 150万円 300万円 600万円

ム000万 円 未 満

5，000万円以上 120万円 200方向 400万円 8007i円

※(  )内は創業の場合のみi盛期

0402 創業

次のイからずのいずれにも核当寸る事業主は、 0401における創業として取り扱う。

イ 新たに法人の設立又は個人事業を開業し、躍用保険適用事業所設置年月日が完了間以前と

なっている事業主であること。

口 完了間時点において第1共通墜償02021と定める中小企業著書諸君主であること。

ハ 法人の鍛立日又は個人事業の開撲をした日(以下 f創業基準日 J!:いう。)の前日から組

算して 2か月前の日から、創幾基2韓日から起算して 2か月を経過する阻までの聞に0501の骨十

剛警を替差出する事業主であること。

ニ 資本、資金、人事、l&~1理事的状況からみて、意見会社、子会社又は関連会社とほぼ問等の開

係lとある事業主が存在しないこと。

ホ 当訟法人の代表者又は個人事業主が、商IJ幾2主主韓日から過去日年以内lこ法人の代表者Rは個

人事機主であった者でないこと。

へ 当該法人の取締役会その他これに準ずる機関の構成員め過半数が他的事業主の取締役会そ

凶 ~n~ 仰
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の他これに準ずる機関の構成員でないこと、又は取締役会その他これに準ずる機関の構成員

であった者でないこと。

ト 炊のいずれかに務当し営業譲館、営業の賃貸借、営業の委託等に伴い設立された法人又は

開業された個人事業であると判断されないこと。

(イ)屋号が同一である

(ロ)取引先(顧客を含む。)が引き継がれているこ k

(ハ)簡品・メニュー等が同ーであること

(エ)労働者が引き継がれていること

チ 創業基準日から、当日産法人の代表者又は個人事業主が専ら当該法人等の業務に従事するも

のであること白

0403 個人事業の開始の臼

個人事業の開業の場合においては、創業基準日は、開業のあった日又は雇用保険の適用事業主

となった日のいずれか早い方であり、創業基準日から 1か舟以内に税務警に開業屈を届け出てい

るものに陥る。

山町内， -



2014年 2~ 7 B 17時14*

0500 計画書の提出

0501 計画書の提出

厚生自働省職業斑局派遣有国自附革~~ NQ，7767 P， 15 

イ 地開金の支給を受けようとする事業主は、同意雇用開発促進地I成の同意期間又は過蹄等雇

胤改善地核の指定期間内にあらかじめ管轄労働局長に対して、 「地域濯用開発奨励金計画書

J (以下『計副書j という。地様式第 1号)を提出しなければならない。

事業主は計画書を提出する場合、同意雇用開発促進地峨又は過蹄等雇用政蕃地域のどちら

かを対象地犠として選択しなければならない。

ロ 事業主が新たに企業を設立して、事業所の設盤ー整備及び膳入れを行おうとする場合には

、当自主企業設立前に発起人その他事業主に相当する者が計画書を提出することができるもの

とする。ただし、 R軍用保険適用事業所設償年月日は完了日以前でなければならない。

ハ 昔十箇番をt呈出する事業主は、放の(イ)から(車)の計図書の受理・不受理に係る審査に必墜な書

類等を管轄労働局の求めに応じ提出又は提示しなければならない。

(イ)地域腫用開発奨励金事業所状況等申立書(以下『事業所状況等申立書Jという。地機式第

13号)

(ロ)事業所の事業概要がわかるもの(パンフレット、組織図等) (新規法人設立又は新規事業

所設置の場合を除く。)

(ハ) (創業による追加助成を申請する事業主の場合)創業の確認のための筈類等

a 地域雇用開控奨励金創業計凶認定申請書(以下「創業計画認定申請書」という。地様式第

3号)

b 申請事業主の職盤筈(創業) (以下 f職般書』という。地機式第 3号制紙 1)

(ニ) (箇の補助金等の交付を受け、又は受けようとしている事業所の場合)当核補助金等に係

る補助対象縫章者の内訳が明確となる交付申請舎に係る内訳書(交付決定を受けている場合l立

、焚付決定通知書を含む。) (写)

。)(イ)から(ニ)以外で管轄労働局長が必墜と認めるもの

ニ 創業による追加助成を申告青ずる事業主l宜、創業基準日の前日から起第して 2か月前の日か

ら、創業基準日から起算して 2か月を経過寸る日までの問lこ、計幽書を提出十る際に創業の

檎総のための書類等をあわせて拠出しなければならない白

0502 !十箇讐の変質幽取下げ

イ 計箇告書の内容を炊の(イ)からか)のいず塩れかに核当する変質をする場合l土、 「地峨賂用開諮漢

励金計画著書変質l酋J (以下 f変質庖Jという。地様式筋5号)を完了予定自の前日ま司?に管

轄労働局長に盤出しなければならない。

(イ)法人の合併があゆた場合

(り法人形態、法人名又l立事業所名を変更した場合(新規法人目並立又l主新組事業所設鐙の場合

を除く。)

(J¥l完了予定F-1を昔十簡悩から 18か月を経過した日以降l己変質する場合

ただし、計幽日についても、当様変質閣の箆γ予定日の 18 か月前の自の~白から当該鐙

買を腐の擬幽日漢での聞の任意の日(変質前め普十簡日以後の日 lζ限る。)会事業主が選択し、

変質しなければ枇らない。

(ニ)(イ)から(ハ)以外で管轄労働局長が変質庖を提出する必聖書があると認めた場合(不正受給防止

凶 00位向
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の観点から原則と Lて、事業主都合による変更は認めないこと)

ロ 計画蓄の内容を次の(イ)から(ヘ)のし、ずれかに務当する変更をする場合は、既に握出済みの計

画書を取下げ、新たに計画蓄を管轄労働局長に提出しなければならない(新たな計酋書を提

出した日に計画日も変更がなされる。)。

(イ)0501にて選択した地峨を変賞する場合

(ロ)法人の分割があった場合

(ハ)事業所の分割又は統合があった場合

(ニ)完了予定日を再度変更する場合

(ホ)創業の追加助成を申請する事業主が創業計阻認定申請書lこて申告した法人設立又は個人

事業開業(予定)年月日が計四1日から起算して 2か月を越えて変更する場合

(へ)(イ)から(ホ)以外で管轄労働局長が計画審の再提出をする必要があると認めた場合

ハ 管轄労働局長】は、記入事噴について確認を行った経、変更届を受理し、地域雇用開発繋励

金変更届受理通知書(地様式第白聖子)により事業主に通知する。

一計削醤l立、完了予定日の前日まで取り下げることができる。

言十回警の取下げは、地峨躍用開発奨励金昔1・簡香取下げ組(地様式第 7号)により行う。

管轄労働局長は、取り下げる組曲について確認を行った後、計幽舎の取下げを受理した旨

を地域廃期開発費励金青十回筈地下げ届受遡通知書(地様式第8号)により事業主に通知する

。

0503 ~'十聞書の受理

イ 管轄労働局長は、計簡番の権出時点で完了日において支給対象事業主の要件白満たさない

ことが明らかである事業主でないことを060ト0607までに掲げる事項で他都を行う。

口 当該事墳について支給対象事業主の製件に餓当すると判断した場合1士、地域庭用開発幾励

金計図著書受理i踊知・不受理通知書(以下 f計幽書受盟・不受理通知書JとL寸。地様式第2

若手)により創闘を受迎した皆を事業主に通知すーる。

ハ 当該事項について支給対象事業主の星空件に骸当しないと判断した場合は、制閣を受遡でき

ない旨をその組曲.1::.1::もに計図書~迎・不受盟通知事事lこより事業主に通知する。ニ 計幽著書

の絶入耳許可置に不備があった場合、管轄労働局長は相当の期聞を定めて、事業主毒事に補正を求

める。指定された期間内に事業主等が補正を行わない場合、管轄労働局長は 1ヶ月以内lこ補

正を行うよう書簡で求めることができる也事業主等が期限ま?に補正を行わない場合、 『第

1 共通袈償Jの0301ハの製件を満たさないものとみなし、当鱗計幽番に係る助成金は支給

しない。

0504 創業百十閏申錆の怨定

イ 管轄労働局長l立、計幽誉の機出11守点で先γ日において0402の創業の堕件を満たさない事業

主でないことを歯1)幾針箇認定申結審等により確総合行う。

ロ 創業の製件に鱗当すると判断した場合は、地域躍用開発奨励金創業計箇認定・本部定通知

書(以下「調1)幾百十箇認定・不総定通知書J という白地様式第H善)により言十幽を認定した~

を計断書受盟 a不受遡通知望書とあわせて事業主に遡知する。

ハ 当紘事1質について支給対象事業主の盤件lこ該当しないと判断した場合l立、創幾計画を総J.i:

で舎ない~をその盟自とともに創業官十幽総定・不総定通知舎により針幽書受理・不受理通知

山り仇~ -
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書とあわせて事業主に通知する。

0600 計画書の確館方法

0601 雇用保険の適用の確認

イ 設立中の会社又は新設の事業所の取扱い

設立中の会社又は章f而量の事業所に係る計画書を受湿する場合は、麗用保険に係る保険関係が

成立すると同時に雇用保険適用事業所設置腐を提出するよう事業主に指導すること。

ただし、当践事業所設置年月日は完了日以前でなければならない。

ロ 暫定任意適用事業の取鈍い

暫定任意適用事業の事業主から計画審の提出があった場合は、瞥定任意適用事業の事業主に

任意加入の総可があった後又は瞥定任意適用事業が適用掌業になった後に濯い入れた者のみ

が助成金の対象となるこ kを事業主に指導すること。

ハ 雇用保険の通用事業所となっていない事業所の取扱い

イ又は口以外の事業所であって、燈用保険の適用事業所になっていない事業所に係る宮卜簡番

は受躍しない。

ただし、計画書の陸出とともに当核事業所がi歯周事業所となるように手続をとったものは受

遵寸凶ることとするので、そめ留を事業主lこ説明し、雇朋保険i歯胸部門と連携を図ること。

0602 設盤岨整備の内容の確認

当骸百貨鐙・整備資用地¥300万円未満のものは計聞書を受理しないこと。また、当骸目賃値・整備に

係る事業の内容が、間意耀用開発促進地域文は過疎等庖朗自立替地l携のR軍用構造の改替に資すると

認められない場合は針箇奮を受迎しないこと。

0603 闘の補助金格の経給の有無の確認

事議所状況電車申立警により、補助金等の受付を受け、又li受けようとしている事業所であるか

どうかについて確認をする。補助金停の交付を受け、:RI立受けようとしている事業所については

、当館補助金等に係る補助対象経費の内釈が明確とえtる受付申箱書1と係る内訳書(交付決定を受

けている場合は、受付決定通知舎を含む。) (竿)を健出させ、当該補助金等の補助対象kなっ

ている施設又は設備及ぴ補助金等の受付舗を継総すること。当該施設又は設備の新設、増殺、購

入又i立賃借lこ製した盛期から補助金等の:iC付額を除いた費用を地倒金の算定対象として認めるも

のとする。

0604 腫用調盤助成金に係る針箇醤の提出の有無の確認

事業所状況申立望書により、事業主が当館数量量・整備事業所について、艇に庖用網整助成金に係

{)計闘を拠出しているかどうかについて権総をする。躍喜朗網整助成金に係る計簡を徒出している

場合l立、当該計画に係る休業等が終了し、又は支給対象期聞が経過しているかを雄総し、当餓休

業毒事が終了し又は支給対象期聞が経過してい沿いことが判明した場合は、地開企に係る計薗醤は

受飽しないこと a

R重用調整助成金に係る針簡を取り下げれば、その後It地関金lζ係る昔十臨書を受理十ることがで

きること。

0605 地域雇用開発助成金の受給状況の徳秘

事幾所状況申立舎により、著審議是主力t当餓鍛鐙‘整備事業所について、既に地機月重用開発助成金

のM
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の支給を受けるための計画書を提出しているか、又は地域雇用開発助成金(沖縄若年者雇用促進

繋励金を除<， )の支給を受けている最中である場合は、新たな計画書は受理しないこと。

0606 必要な書類の提出及び実地調査に応じることの確限

労働局が地開金を支給するために必要な書類の器出及び設置・整備事業所に立ち入って行う実

地調査に応じる事業主であるこ kを、事業所状況申立書iとより確認する。事業主が必要な書類の

提出及び実地欄査に応じないという場合は、計阻害を受理しないことむ

0607 地域の雇用構造の懐普に資すると認められる ζとの確認事業所状況等申立書等により

確総し、腫入れに係る労働条件等が当該地墳の慮用構造の改善に資すると認められない場合は計

箇蓄を受理しないこと。

0700 支給申請(第1国)

0701 完了届(第 1国支給申鯖番)の鑓出

イ 地開金の支給を受けようとする事業主は、 f地峨雇用開発奨励金完了届(第 1間支給申精

書)J (以下「完了届(第 1閏支給申請書)J l: いう。地様式第自号)を計凶日から起算し

て18か月を経過する日までに管幡労働局長lこ提出しなければならない。この場合、完了届

(第 1回支給申錆書)の提出日を先了日とする。

ロ 計阻白から魁算して 18か月を経過する日までに発了届(第 1凹支給申請書)の提出がな

い場合l土、当該 18かj司を経過する日から起算して 2か月を経過する阻までに完了届(第 1

回支給申請書)を控出しなければならない。ただし、完了日は当骸 18か月を経過する臼と

する。なお、この却l聞に完了届(第 1凹支給申尚書)の提出がない場合は、当該計画警は失

効する。

0702 添付書類等

完了届(第 1回受給申告青醤)を笹出する事業主l立、次のイからトの支給・不支給的決定に係る

審査に必要な響類都を管轄労働局的*めに応じ挺出又は提示しなければならない由

イ 計阻害受遡・不登盟通知事寄

ロ 撃業所状況等申立書

ハ 対象労働者の砲認のための書類等

(イ)地域腫用開発鈴励金対象労働者申告嘗(以下 f対象労働者申告書J という。地織式第14~号

(0)対象労働者の氏名及び腫入れ時点の住所(移転求職者の場合は就織前後の住所)が継総で

きるもの(以下 f住民巣(写)等Jという。以下問じゅ) (過線等路用改善幸転任省を除く。

(ハ)地域隠胤開発奨励金対象労働者躍用状況等申立舎(以下 f庖用状況等申立魯」という。地

様式第16勢)

(ニ)月草剤事唱約番(等)Y.は膳入れ通知書(船員法第 32粂の規定により船員lこ対して明示しな

ければならない響績を含む。) (等)

(ホ)対重量労働者の支給判定期間lζ胤ずる月の賃金台備等(等)

(へ)対象労働者のう配給判定期間に胤十る月の出動縛等(写)

(ト) (有料・燃料臓業紹介事業者等の紹介lこより対象労働者を麗い入れた事業主の場合)有料

nnn 
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(イ)地域雇用開発奨励金設置・整備費用申告書(以下 I設置・整備費用申告書J という。地様

式第17号)

(ロ)取引先の作成した地1露雇用開発奨励金設置‘整備費用証明書(不動産・動産等) (地様式

第18号の 1・2)

(ハ)見積書(写)、請求書{写)及び償収書(写)

(ニ)金融機関の振込依頼書(写)、金融機関の振込明細書(写)、総勘定元帳(骸当部分の写

)及び預金通帳(核当部分の写)又は現金出納簿(該当部分の写)

(ホ) (不動鑑の工事又は購入をした掛合)精負製約書(等)、盤記事項証明書(等)、図面及

ぴ引波書(写)又は納品書(写)

当核不動産に0303除外費用イ(イ)1と定める賃貸別の施設又はイ(ト)に定める福利厚生施

設を含む場合、雇用拡大のための部分を明記したものに限る。

(へ) (動産の購入をした場合)発質契約書(鱒約書がない場合は、納品書害等の取引が証明でき

るもの) (等)、引波書(写)又は納品番(等)及びカタ口グ

(ト) (不動産の賃借をした場合)賃貸借害時約書(写)

ぴ) (動産め賃借(リースを含む。)をした場合)賃貸借(リースを含む。)契約書(等)及

びカタログ

ホ (描IJ請をによる追加助成を附請する事業主の場合)創業の確認のための筈類宅車

(イ)(法人設立の場合)登記簿謄本(登記事積官証明書) (写)及び定款等法人の設立に必要な

書類(等)

(ロ)(個人事業の開業の場合)開業局(竿) (税務署きを判印が開業日の 1か月以内であるもの

iと限る。)

(ハ)創業計図認定通知書

(ニ)地l事腫朋開発奨励金創業追加助成申錆事業主申立著書(地機式第19母)

(ホ)K種目童書{法人設立の場合は代表者のもの。)

へ 支給聖書件徹認申立番(共通墜領機式第 H争)

ト イからへ以外で管轄労働局長が必襲と総めるもの

0703 兜γ掴{鱗 1国支給申鯖讐)の受哩

管轄労働局長は、 0701により完了届(第1閏支給申精舎)及び幣付書類等が燈出された場合は

、事業所の所在地、添付書類等め有無等を惟認の上、これを受け付けるものとする。発了届(筋

l凶女給申請書);&ぴ給付著書類等に不備がある場合は、管轄労働局長は第 1共通聖書繍0402ホを準

じて取り扱うことができる。 1とだし、当館期限l主党γ日から 2か月を経過した日以降に設定しな

ければならいない。(不正受給防止の観点から、事費量主都合による完了届(第 1間支給申告背番)

及び怖付番鎖的変質・差し替えは原則認めないこと)

0800 支給饗件の雄a(錦1悶)

0801 3ll:鐙・整備質問の確総

申告おれた殺能・ 5盤備望号胤については、必重要lこ応じ、総勘定元帳、現金出納簿、閤定資居室台幡

ω209 -
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等の帳簿類、領収書等の原本を持拳させることにより縮認すること。

また、申告されたものが実際に設置・整備され、当該事業所の雇用拡大のために必要な事業の

用に供しているか否かについては、原則、事業所の実地調査により確認すること。

なお、 0303イ(ト)のとおり、福利厚生施設又は設備の設憧・整備に製した費用が総費用の 1

/3以下の場合、楢利厚生施設も算定対象と'1.'きるが、その判定は、床箇械に応じて按分した工

事費用に付帯する動産を加えた費用で行うこと。

0802 対象労働者の確認

イ 地峨求職者、過疎等耀用改善地j或求職者及び務転求職者の確認

(イ)耀入れ目の確認

雇用保険の被保険者資格を取得した日が、当骸事業所に係る計凶日から完了日までの聞に

あることを、対象労働者申告書に記入された労働者ごとに、J'A舟保険データを用いて確認す

ること。

(日)公共輸業安定所等め紹介により雇い入れられた者であることの硲認

a 公共職業安定所の紹介により腫い入れられた者である場合は、職業紹介データを用いて内

容を確認すること。必要に応じて紹介状(写)、公共職業安定所への附会等lこより確認をす

ること。

b 地方運輸局又は適正な運用を期すことのできる有料・無料職業紹介事業者の紹介lこより濯

い入れられた者である場合、~業紹介証明書等により篠宮患をすること。

(ハ)就業場所の確認

主たる就業場所が当銃殺誼 M 整備事業所であるか替かは、求人禦、出勤鉾等又は対象労働

者雇用状況等申立書寄により雄総をすることむ

(ニ)地域求職者等の明主総

地i説王位戦者、過車事等濯用改善地峨求戦渚lζ核当するか:aかl立、態入れ日における住所を住

民禦(等)等により徹昔話ナること。

(ホ)移転求戦者の他都

移転求職者に該当するか密かは、住民繋(等)等を用いて就職前後の住所を確認すること

• 
(へ)型車期腫用の確認

腫朋製約書事(竿)又は産軍人れ通知醤(写)により確総することo

p i幽蹄等濯用改善地横転任者の継総

過事者等腫用改善地械転任者lと総当するか否かl立、対象労働者申告書、対象労働者腫用状況

等E申H立苦書盤及び月濯E周保険デ、戸凹凹凹白-血血m白一白-血血m白-血血白-血白-白

でに6か月以上継続して躍用注れていること、及び当t骸車転任ω臼が針針‘悶臼から5発宅γ日雀でめ

聞lにこあることを惟認ずること0

0803 除外労働者の確認

イ 職業紹介笑施公共職業安定所等の紹介以前lと耀胤の内定がなかったことの縫飽

対象労働者耀用状況等申立望書により事業主から当骸庭用の内定がなかったことについて申

立を行わせるともに、職業紹介実施公共機業安定所等とi恵E揮し1能楽紹介デ…タ等により碓総

ずる。

ーワ11¥-
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その上で、必墜に応じて、事業主及び対象労働者からの事情勝取等も併せて行うこと。

ロ 対象労働者の雇入れ日の前日から起算して 3年前の日から当核雇入れ日の前日までの問

のいずれかの日に当惑事業主の事業所において就労したと止のある者を雇い入れる場合で

ないことの確認

対象労働者雇用状況等申立書の記載及び雇用保険データ等により、これに核当 Lないこと

を確認する。

その上で、出動簿等、労働者名簿、総勘定光帳等の管轄労働局長が必嬰と認める書類等又

は事業主からの事情聴取により確認し、必要に応じて、対象労働者からの事情l陣取等も併せ

て行うこと。

ハ 対象労働者の購入れ日の前日から起算して 3年前の日から当該庖入れ日の前日までの聞

のいずれかの日に、職場遡応訓練(短期の職場適応訓練を除く。)を受け、文は受けたこと

のある者を当該職場適応訓練を行い、又は行った事業主が腹い入れる場合でないことの確認

対象労働者雇用状況等申立書の記載及び雇用保険データ等により、これに核当しないこと

を確認する。

エ 対象労働者の購入れ日の前日から起算して 1年前の日から当該1謹入れ自の前日までの聞の

いずれかの日に当該対象労働者を腫用していた事業主と資本的・経梼的・組織的関連性特か

らみて密接な関係がある事業主が腫い入れる場合でないことの確認

対象労働者庖用状況等申立響、笠宮日簿謄本(登記事積証明書) (等)若しくは定数等法人

の設立に必聖書な著書類等の管轄労働局畏が必要と館、める書類等、雇用保険データ又は事業主か

らの準備略取により確認し、必華客に応じて、対象労働者からの事情略取等も併せて行うこと

‘= 

ホ 安定所絡の紹介時点と呉なる条件で雇い入れた場合で、対象労働者に対し労働条件に関ず

る不利益又は違法行為があり、かっ、当核対象労働者から求人条件が輿なるこ kについての

申出があった場合でないことの確認

安定所特の紹介時点と輿なる条件で庖入れた場合で、対象労働者に対し労働条件に閲する

不利益又は違法行為があり、かっ、当目算対象労働者から求人条件が具なることについての申

出があった場合には、必華客な繍査を行うこととする。支給申精舎の対象労働者の響名・押印

欄から判断し必襲なものにづいて、申出内容を聴取する。時1出内容の勝敗に当たっては、具

体的な労働条件を聴取し、これに係る理主観的な証拠の提示を求める。

労働条件の不利益又は違法行為があったことの認定lと当たっては、賃金機、労働時間3?は

休日に関して、庖入れ前lと事業主より示された求人条件と底入れ後の労働条件が著しく具な

也ていること、底入れ後の労働条件が労働関係法令に違反するものであること等を碓認する

労働条件が労働関係訟令に違反するものであると権総された場合、当該労働者は対象労働

者から除外する。

へ 0301ニの支給饗件判定期間に0304の対象労働者に対する賃金を支払期日を越えて支払。て

いない場合でないことの磁偲

支給I'fl輸に併せて提出:SU立健示される賃金台帳簿(その等し舎含む。)により、支給申請

時点に結いて0304の対象労働者の賃金 (0301;ニの支給判定期間に限る)が支払われているこ

とを確総ずる。
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支給申請の時点で支払期日までに支払われていない場合には、計画日から起算して 20か

月を経過する日まで支給要件判定を保留し、当核賃金の支払いを行うよう事業主を指導し、

支払われない場合には当骸労働者は対象労働者から除外する。

なお、支給申請時点で賃金支払日が到達していないものについては、確認を墜さない。

卜 当該法人の代表者又は個人事業主と 3鋭等以内の親族を雇い入れる場合でないことの袖認

対象労働者が当核法人の代表者又は個人事業主と 3親等以内の親族に核当しないことにつ

いて、対象労働者雇用状祝等申立書により確認する。

チ 対象労働者の数の 1/3を超えて雇い入れられる新規学校卒業者(r新規学校卒業者職業

紹介業務取級襲筒J (平成 13年4月E日付け臓発第 196号別総1)拳陥)をいう o 以下

同じ。)である場合でないことの随認

対象労働者庭用状況等申立書の記載、職業紹介証明書及び雇用保険デ」タ等により、これ

に核当しないことを砲認する。

リ 公の施設の管迎を行うために腫い入れられる者でないことの確認は、対象労働者耳喜朗状況

等申立書により行う。

0804 被保険者が増加しているととの確認

完了日における当館地関金の支給に係る事業所の被保険者数が計画日め前日における当政事業

所の被保険者数を上回ることの確認は、l'9:のイ及びロlこ留意し、躍用保険デ」タにより行うこと

。

イ 地開企め支給に係る事業所が新設の場合であって、計画日の前日において当舘事業所が殺

値されていない場合(::I士、計簡日の前日における被保険者数はり人とする。

ロ 針凶日の前日及び完了日における被保険者数の算定に当たっては、当日に f腫用保険の被

保険者資格を取得した者Jを含め、当日に「臆胤保険の被保険者望者格を繋失した者Jを除く

。

ハ 計画日から完了日の聞に雇い入れられた対象労働者数の製件を糊たす者の数が、針箇臼の

前日から完了日における被保険者数の繕加人数を上図る場合は、被保険者数の士菌加人数を対

謀長労働者の数とする。

0805 解題噂の有無の確認

支給華客件判定期間(計四日から先γ日までの間)に、当核地問金の支給iこ係る事業所において

、被保険者を解臆等しなかつたことを完了絹(第 1阻支給申緒審)及ぴ踊徹古付筈類等並びlにこ耳膿霊.IfJ自保

険ヂ.ヤい加い-白-血血m白一白-血血m白-血血白-血白-白

解耀等とは、労働者の責めに帰すべき迎幽による解燈及び天災その他やむを得沿い遡向により

事業の継続が不可能となったことによる鮮耀以外の鮮躍に勧数退職等を加えたものであって、被

保険者の資格型軽失権認の際|と礎失原悶 r3 Jと判断されるものである。

0806 特定受給資格者数の纏認

支給聖書件判定期間(計閣日から発了間までの間)，に、当核地開金の支給に係る事幾所において

、特定受給資絡者k沿る開催職組曲により間住職した幸子として受給資絡決定処迎が行われたものの数

金、当核事業所における計箇自における被保険者数で除した割合が 6%を趨えている(特定受給

資絡草?となる融機理由により縦織した者として受給資格決定処理がなされたものの発生数が日人

以下である場合を除く。)事業主以外の事策主であることを完了届(第 1悶支給申錆瞥)及び添

-?l? -
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付書類等並びに腫用保険データにより確認する。ただし、本取扱いは、 0301ホ(イ)からか)のいずれ

かの特定受給資格者となる離職理由により向性職した者には適用しない白

この場合、雇用保険データでは、離臓日が判定の対象となる期間にあり、かっ、当核期間に離

職区分が lA又は 3Aであるものとして受給資格決定処理がなされている者の数により算定する

0807 高年齢者雇用確保措置の勧告を受けていないととの確認

支給申請を行った事業主について、高年齢者等の雇用の安定等に関する法俸に基づき、 『高年

齢者躍用確保措置の実施lこ閲する勧告書Jが持出されていないか確認する。勧告の有無等につい

て騒畿がある場合には、必要に応じて他都道府県労働局の関係部門への確認を行う。勧告があり

、是正措箇が講じられていない場合は支給対象者の墜件を満たさないものとして取り扱丸

0808 地械の雇用情遣の政普に資すると認められる ζ との確m
間意腫用開発促進地域文は過線等雇用改善地峨の雇用構造的改善に資すると認められない場合

は支給対象事業主の嬰件を満たさないものとして取り扱う。

0609 第1共通婆舗よの支給要件等の確認

第 1共通墜倒的01に示す不支給墜件にま車当しないことの輪認、第1共通聖書償0303国等に対する

不支給及び第 1共通製鎖0304併給調整の確認を行うこと。

併せて、本要領0307併給網整の確認も行うこと。

0900 支給決定(第 1閏)

0901 支給決定に係る事務処塑

管轄労働局長は、第 1悶支給(不支給)決定を行ペコたときは、 f地1或腫用開発熱励金支給・不

支給決定通知書J (以下 f支給・不支給決定通知書Jという。地様式第10号)に地域躍用開発銀

励金対象労働者認定通知望書(以下「対象労働者総定通知書Jとb寸。地様式第15今)を給付して

事業主に通知すること。

1000 支給申請(鎗E幽及び錦3図)

1001 第2閏及び箪3幽支給申1青書の鑓出

イ 第2悶及び第3聞の支給基準日lこ係る地開金を受けようとナる事業主l立、支給基準日が経

過するごとに、支給基準日の盟主日から起算して 2か月以内に f地峨雇用開発灘励金第2聞及

び第8閏支給申請書J (以下 f第2悶及び鱒 3阻支給申梢望書Jという。機式第12停)を管繕

労働局長lこ提出しなければならない。

ロ 当該支給申精を;岱ペコた者は、以後支給申舗をすることができない。

1002 添付醤類等

第 2 回及び第日間支給申精舎を挺幽ナ;:)事業主l立、~のイから卜の3励金・不支給の決定に係る

審査に必製な望書類等を管轄労働局の求めに応じ撲出又は擬示しなければならない。

イ 前聞の支給決定lと係る支給・不支給決定泊知警

ロ 対象労{働者総Ji!通知書

ハ事幾所状況鋒申立書

円 対畿労働者(梢先者会合む。)の支給判定期聞に臆する月の賃金台憐等(写)

内唱。 凶
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ホ 対象労働者(補充者を含む。)の支給判定期間に属する月の出勤簿等(写)

へ (当館支給申請に係り対象労働者の補充を行った場合)

雇入れた補充者の確認のための害額等

(イ)対象労働者申告書

(ロ)住民菓(写)等(過疎等雇用改善戦任者を除く。)

(の対象労働者雇用状況等申立書

(ニ)庖用者型約書(写)又は雇入れ通知書(船員法第 32条の規定により船員に対して明示しな

ければならない書類を含む。) (写)

(ホ) (有料・無料臓業紹介事業者等の紹介により対象労働者を腫い入れた事業主の場合)有料

・鈍料職業紹介事業者等の強行した臓業紹介証明書

ト イからへ以外のその他管轄労働局長が必袈と認めるもの

1003 第z回及ぴ第3国支給申請書の受現

管轄労働局長i立、第2聞及び第3回支給申請書及び祢付害事類等が提出されたときは、事業所の

所在地、添付書類等の有無等を碓認の上、これを受け付けるものとする。第 2図及び第3間支給

申官背番並びに機付書類宅事iこ不備がある場合は、管轄労働局長は第 1共通嬰償0402ホのとおり取り

扱うことができる。ただし、当殺期限は支給基準日から起算して 2か月を経過した日以降iと設定

しなければならないω (不正受給防止の観点から、事業主都合による第2聞及び第3閏支給申請

普及び添付書類の変更・差し替えは胤則認めないこと)

1100 支給要件の確認{錦2聞及び第3回)

1101 解鹿等の有無の確認

支給聖書件判定期間(第2閏は完了日の翌日から完了日の 1年後め日、第 3悶lま完了日の 1年後

の日の塑日から兜丁目の 2年後の日までの閃)に、当骸地開金の支給lと係る事業所において、被

保険者を解膳等しなかったことを第 2阻及び第3凹支給申請書普及び添付響額等並びに雇用保険デ

ータにより権総する。

1102 特定受給資格者数の確認

受給聖書件判定期間(鱗 2悶は免了日の翌日から完了日の 1年後の日、第 3回は完了日の 1年後

の悶の翌日から発了日の 2年後の日までの問)I己、当骸地開金の支給に係る事業所において、特

定受給資格者となる隣臓盟幽により離糊した者として受給資格決定処理が行われたものの数を、

当被害事業所における支給聖書件判定期閉め初日(第2回は完了日の翌日、第3闘は先丁目の 1年後

め日の盟問)における当館事業所の被保険者数で除した割合が6%を紐えている(特定受給資格

者となる隣職理幽lとより離職した者として受給資格決定処迎がな溢れたものの発生数が 3人以下

である場合を除く。)事業主以外の毒事業主であることを第2図及び第8間支給附箱苦普及び橋付書

類等並tJlこ臆胤保険データにより権総する。

1103 対象労働者(補究者金む)の確認

0802対重県労働者の確認&.ぴ0803除外労働者の権総を行う。

1104 高年齢者雇閉確保措盤の勧告を受けていないととの維認

支給申簡を行った事業主について、高年齢者絡の濯用の安定等に関する法律に基づき、 f高年

齢者態別確保措償の実施に関十る勧告書書Jが発凶溢れていないか線認する。勧告の有無絡につい

凶作1A _ 
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て疑義がある場合には、必要に応じて他都道府県労働局の関係部門への確認を行う。勧告があり

、是正措置が講じられていない場合は支給対象事業主の要件を満たさないものとして取り扱う o

1105 地域の雇用構造の政善仁資すると認められるーとの確胞

同意雇用開発促進地峡又は過疎等庖用改善地域における雇用構造の改善に資すると認められな

い場合は支給対象事業主の要件を満たさないものとして取り担う。

1106 第 1共通要領ょの支給要件等の確認

第 1共通要領0501に示す不支給要件に骸当しないことの確認、第 1共通要領0303国等に対する

不支給及び第 1共通嬰償0304併給調整の確認を行うこと。

併せて、本要領0307併給調整の確認も行うこ1:，

1107 被保隙者数の維持

イ 第 2問又は第 3閏支給基準日における地開金の支給lこ係る事業所の被保険者数が、完了日に

おける当核事業所の被保険者数を維持していることを、第 2聞及び第3閣支給申請書及び添付

審鎖等並びに腫用保険データにより確認すること。

口 被保険者数の算定については、 0804め規定を準じて取り扱う。

ハ 対象労働者が第 2閏又は第3凹支給基準闘において補充在れることによって‘被保険者数の

維持がはかられる場合は、補究者が第2問又l立第 3悶支給基準日に補充されたものとみなし、

第2回又は第3図支給基準日時点で判断すること。

1108 対象労働者数の維持

完了日における地問金の支給lこ係る宅事業所ω対象労働者数を、第2閏又l立第3閏支給基単日に

おいて維持していることを、第 2 図及び鎗日間支給申請書"&び添付益事鎖毒事並びに月軍用保険デ~.!J

により確認すること。この場合、補充者について080企及び0803と問様の確認を行うとともに、被

補充者の就業し枇くなった日の翌日から起算して 1か月前のf:1から、被補充者(j)就業しなくなっ

た日から起算して4か月を経過する問主"('の聞に補充者の麗入れ日があることを碓認し、要件を

満たさない者l立補究者とはしない。

なお、第2悶及び第3閏支給申請書鐙出日までに補充者金膳い入れていない場合l立、支給決定

を保留し、補充者の腫入れを硲認した後、支給決定を行う。

対象労働者が出向、回目鐙転換又は研修毒事により一時的に就業をしていない場合、就業していな

い期闘が4か月以内であり、第 2図又は第 3阻支給法準日において当t京事業所に就業していれば

対象労働者として取り鍛うこ k。

1109 対象労働者の定着

完了間時点の対象労働者及び柑i充者のうち、第 2阻JZは第3回の支給基準日において就業しな

くなった者の人数が、発γ日時点め対象労働者数の 1/2を超え、かつ、 4人以上となっていない

こと在、第2凶"&び第3回支給申精舎及び添付望書類等並びに躍用保険デャー

。

1200 支給決定(館記問及び館3悶)

1201 支給決定に係る事務処塑

管轄労働勝長は、支給JZは不支給を決定したと ~I士、女給圃不支給決定通知告書により事業主に

-911;山
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通知する。当該支給決定において対象労働者の補充が行われている場合は、補充者に係る対象労

働者問、定通知書を添付して事業主に通知すること。

1300 雇用制整を行う場合の手続

1301 腫問調整を行う場合の手続

イ 地開金は地域における雇胤機会の倒発を促進するため支給するものであることから、事業

活動の縮小を余儀なくされ、雇用調整助成金が支給されることとなる躍用調整を行う事業主

に対して、地問金を支給することは適当でないものである。そのため、腫用制整助成金の計

闘を提出している事業所について地開金の計画書を提出できないこととしているが、既に計

阻害を提出した事業所においてその後雇用調整を行おうとする場合には、次的手順により雇

用制整助成金の支給を受けることができることとする。

(イ)完了日の前日までは、計幽書を撤回する。

(ロ)完了日以後であり、かっ、地開金の支給を受け終わっていない(地開金の最終の支給申請

を行っておらず、かつ、継続支給が不可能となる状態になっていない)問は、 『地域雇用開

発奨励金中止崩J (以下 I中止届』という。地様式第20号)を提出する。

口 管轄労働局長i立、当核事業主から中止胞の提出があったときは、記入された事項について

確認を行った後、当官事事業主から中止魁を受理し、 「地境庖朋開発弊励金中止局受理i通知書

J (地様式第2H号)により事業主にその旨を通知する。

ハ 中止盾を受理した日以降の支給基準日 lζ係る地開金を支給しない。

エ 中止組提出日以後は雇用制盤助成金に係る f休業等計問題』若しくは f出向計箇騎」を

徒出することができる。この場合、とれに地域雇用開猪中止盾受型通知書を総付しなけれ

ばならない。

1400 戦略産業腫用創造プロジェクト禦給地域指定事業主!こ対する特例

1401 戦略産業腫用創造プロジェク卜禽施地域指定事業主!こ対する特例

イ 支給対象事業主

地開金の支給を受けようとする雇用保険法施行規則第 140条の 2第1粂に規定するプロ

ジ且タト(以下 f戦略鐙業濯用創造プ口ジ且クトJという。)Iニ滋加する事業主(以下「指

定率幾主」という。)については、 0301イの f間態濯用開発促進地峻Jを「胞用保険浴施行

娩則第 112条第2頃第a場イぬ厚生労働大障が当骸都道府県における雇用の創造に資する

ために遡当であると認められるプロジ且クトが糞施される都道府県の区峨(以下 f対象区峨

Jという。)Jと統み唯事えること。

ロ 対象労働者

指定事業主については、 0304イりつめ「間意膳賄側発促進地峨又は当餓同意月軍用開発促進地

織に隣桜ずる同意腫用開発促進地峨Jを f対象区域を含む核逝都道府県金城』と読み替える

こと。

ハ除外労働者

指定事業主については、短時間労働者(一遡聞の所定労働時聞が、問ーの適用事業lと濯用

おれる通常の労働者の}週間の所定労働時間lと比し鐙く、かっ、月重用保険法法第三十八条第

山 η1氏山
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一項第二号のj草生労働大臣の定める時間数未満である者をいう。)及び0305のとおりとする

。
ニ支給 額

指定事業主に対する地開金の支給額については、戦略産業雇用創造プロジェクトの実施主

体となる協議会等(都道府県が中心となり設置。以下、 「協議会等Jという。)により指定

事業主ごkに認められた人数(以下「上乗せ助成対象労働者数」という。ただし、対象労働

者の数を上院とする。)に応じ、 0401に定める支給額に第 1回自の支給時に 1人につき50万

円を上乗せして支給する。

ホ計画書の提出

指定事業主については、 0501の f同意躍用開発促進地域の同意期間JI立、 「戦略産業雇用

創造プロジェクト実施期間Jに読み替えること。また、指定事業主は計画書にあわせて0502

ノ、で定める添付資料の他、協議会等から承認を受けた戦略産業雇用創造プロジェクト腫入れ

及び上乗せ助成対象労働者数殺認書・不魚総書(写) (以下 f承認書(竿)JとLサ。地様

式第23号)を控出しなければならない。

へ 青十幽番の受理

指定事業主から1401ホlこより百十問書等の提出があった場合は、 0503イ及び0600による格認

に加え、協議会等から送付される戦略産業腹舟創造プロジ且デト指定事業主及び上乗せ助成

対象労働者数一覧表(以下、 「一覧表Jという。地機式第24号)と承認書(写)を突合し、

指定事業主で有ること及。上乗せ助成対象労働者数についての擁訟を行うこと。

なお、上乗せ助成を活用せず、地開金のみの支給はできないこととするため、上乗せ助成

対象者数がOの針箇警は受組しないこと。

ト 支給決定(第 1悶)

管轄労働局は、指定事業主から完了届(節 1回支給申精番)の提出を受け、 0800番台の地

開金支給審査において適正と認められる場合は、符度、一覧表により上乗せ助成対象労働者

数について隣認を行った上で、第 1回目的支給時に上乗せ助成対数労働者数l人あたり 50万

円の上栄せ助成を行うものとする。

チ協議会への情報機供

指定事業主lζ対する支給決定を行ったkきは、一覧授に支給決定問、上栄せ助成支持者人数

及び上難せ助成女給鱗を記載し、協融会等に通知すること紗

1500 j;;規横雇用開発計聞に係る特別措鐙

1501 大規模腫用開発針薗に係る特別措置白

間意濯用開発促進地峨における躍軍用機会の噌大に関ずる針幽であって、事業所の鍛質lι伴い、

相当数の労働者を庖い入れること等当勝同意雇用開発保進湖峨における躍用構造の自主響に特に資

寸ると総められるもの(以下 f大規模耀用開発計簡」という。)を作成し、員事全労働大匿の認定

命受けた事業主に対して、地側企について、特別の借畿を鱗ずるものとする。

1600 支給纂件(大焼模助成金)

1601 支給対象者持業:'E

判。17 _ 
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同意雇用開発促進地域における大規模雇用倒発計画に係る特別措置としての地問金(以下『大

規模助成金lという。)の支給の対象となる者は、1Jzのいずれにも該当する事業主とする。

イ 雇用保険の遡胤事業の事業主であること(圏、地方公共団体、特定独立行政法人及び特定

地方独立行政法人を除く。)。

ロ 問意腫用開発促進地i践において、大規模雇用開発計阻害を作成し、当該間意態用開発促進

地岐における雇用構造の政警に特に資すると認められるものとして厚生労働大臣の認定を受

けた事業主(以下『計画認定事業主lという。)であること。

ハ 前号の総定を受けた大規模雇用開発計薗(以下『認定計箇」という， )の定めるところに

従い、認定昔|画に定める雇用開発期間(事業所の設置及。'それに伴う雇入れを開始する日か

ら完了する日までの期間。最大2年問。以下問じ白)内に事業所の設置(次に定める費用を

含め、その費用の合計額が 50億円以上のものに限る。)を行う事業主であること。

なお、大規模助成金の設置に係る費用に、施設の賃借費は含めないこととする。

(イ)従業員の福祉の用に供する施設又は設備(労働者住宅、保健関係、給食関係、職業訓練関

係の施設又は設備等従業員の楢祉を噌進するために必要な施設又は設備をいうむ)の新設、

購入又は設備の賃借に墜した費用(全体の費用の3分の l未満lこ11，良る。)

(ロ)認定計幽において当滋設置に係る事業所に付随する事業所として昔|画されている他の事

業主の設幽する事業所(態用保|倹の事業所非該当施設を含む。) (以下『付随事業所Jとい

う。)が含まれている場合に行う付随事業所の設置(従業員の福祉の舟に供するものを含む

。)に饗した費用(全体の費用の3分の l未満に限る。)

(ハ)事業所の庖用拡大のために必要な事業の朋(従業員の福祉の胤を含む。)Iと供する縦形閤

定資産借地権及び営業権を除く。)の購入又は賃借に墜した費用

ニ ハの設鐙・ 2藍備に伴い、月重用開発期間内lこ1604の対象労働者を100人以上庖い入れ、かつ、

耀用開発期間内め来日の時点でまで庖用維持している事業主

ホ 認定計画における当該殻鐙lと係る事業所について、地方公共団体からの助成(補助金、助

成金、低利融資、税の減免措鐙等)を受けている事業主であること。

へ 0301ニからトのいずれにも核当ナる事業主であるこL
ト 次ω(イ)及び(ロ)のいずれにも総当しない等ハの事業所の百貨鐙に伴う対象労働者の謄入れが

当核問意膳朋開発促進地峨における庖朋構造の改替に特に資するものと認められる噺:黛主で

あること。

(イ)地域の労働市場の実情から判断して求人の充足が凶基盤である、精しく l土曜tij前後の定着が危

ぶまれる等、当館地峨のJll1用構造の改善につながる常用濯用の場の開発を促進するとは認め

られないことo

(ロ)地域の燈用の安定性を損なう等事業所の目宣告量の内容が適切でないこと。

1602 設鐙也整備費用

炊のイ及びロの取扱い削除き0302めとおりとする。

イ 不動産の貸借望者用を設置量・盤備費用lこ算定できない。

口 代金支払日が総:1E計聞に定める月軍用開猶期間内でなくとも、殺償・盤術指用lと算定't'きる

1603 除外費用

目 。，Q 、白血
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0303イ(7)の取扱いを除き0303のとおりとする。

1604 対象労働者

イ 次の(イ)から(ハ)のいずれにも該当する者であること。

(イ)雇入れ当初より、一般被保険者(雇用保険法第60条の2第1項第 1号に定める 般被保

険者をいう。以下同じ。)として腫い入れられ、殺置・整備事業所において助成金支給終了

後も引き続き耳重用することが見込まれる者

(ロ)公共職業安定所等(公共職業安定所若しくは地方選輸局(運輸局監理部並びに厚生労働大

臣が国土笠通大臣に協議して指定する運輸支局及び地方運輸局、運輸監理部文は運輸支局の

事務所を含む。)又は適正な適用を期すことのできる有料・無料職業紹介事業者(r盛期安

定事業の実施等についてJ別総4r雇用関係車針寸金の取扱いに係る間意書についてJ (平成

20年11舟28日付け職発第 1128007号)参照)をいう b 以下同じ。)の紹介によ

り躍用開発期間中に濯い入れられた者

(ハ)次のa又はbのいずれかに該当する者

a 0304イ(ハ)の地域求臓者

b 当該設盤・整備事業所に耽1議するため当餓問意雇用開発保進地1成及び隣綾する間賞膳朋倒

発促進地域外から当餓間意濯用開発促進地域及び隣接する同意雇用開発促進地域内1::住所

を移転する求職者(以下「移転求臓者(大規模助成金)Jという白)

ロ 認定計聞に付随筆業所が含まれている場合において、当骸付随筆難所の故笹lこ伴い、当館

付悩事業所において継続して躍用する労働者として臆い入れた対議労働者数も含めることが

できる。この場合、付随事業所における纏入れ人数は金体の庖入れ人数の 3分の l未満とし

なければならない。

ハ 求臓省には、いわゆる在籍出向(労働者が従前から勤務していた事業所(以下「出向元事

業所Jという。)の従業員たる地位を保有しつつ、剛ち、休戦という形のまま、他の事業主

の事業所(以下 f出向]先事業所J.1::いう。)において勤務すること。)であれ、移籍出向(

将来、出向元事業所lι復帰することもあるということその他、人事上のつながりを符ちなが

らー且出向元事業所を退織して失業することなく出向先事業所に躍用されることをし寸.) 

であれ、当骸出向lとより継い入れられるものは含めない。

1605 除外労働者

短時間労働者(-遡聞の所定労働時聞が、問}のi歯周事業lこ雇用される通常の労働者の一週間

の断定労働時間に比し短く、かっ、 R軍用保険法法第三十八条第一頃第二号の厚生労働大臣の1Eめ

る時間数米満1.'ある者をいれ)及び0305のとおりとする。

1606 継続支給袈件

(':l;:のイ2主びPのいずれに核当しない場合、第2閏"&び節目閉め支給申鯖lこ係o支給華客件を満た

十。

なお、第2回lと継続支給欝件を欠いた場合l立、第日回についても大綱機助成金を支給しない。

イ 総1Ë~十凶の内容の実現が著しく凶離とな4たこと又は17081とより厚生労働大医が認定昔1-ulii 

の認定を取り消した場合

口 各支給基準日における当館纂業所に被保険者として耀い入れた対重量労働者の人数(ただし

、雇用開発朔関内lと燈い入れた、又はR草剤開発期間の末日の翌日以後当該支給基準日までに

n.n 
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雇い入れた対象労働者であって、当該支給基準日において当骸事業所に雇用している者の数

に限る。なお、雇入れの日以後当該支給基準日までの聞に一般被保険者から高年齢継続被保

険者に該当することとなった者の数を含む。)が 100人(申請資格の決定時に1608ハ(イ)

に該当している場合は 200人)を下回る場合(認定計画上付随事業所が含まれており、当

核付随事業所が被保険者として雇い入れた対象労働者の人数を申請資格決定時に含めた場合

には、当核付随事業所を除いた事業所において被保険者として煙い入れた対象労働者の人数

が67人(申請資格の決定時に1608ノ、(イ)1こ該当している場合は 134人)を下回る場合)

ただし、口については、当該支給基準日 lζ係る支給申請期閣の末日までに対象労働者を被保険

者として雇い入れ、人数が下幽らないこととなった場合には支給する。

1601 併給制整

第 1共通婆領0304併給調整によるほか、大規筏助成金の支給を受けることができる事業主が、

炊の各号に掲げられている助成金の支給を受けた場合には、当該支給事幽によっては、地問金を

支給しないものとする。

イ 地域求服者躍用奨励金

ロ 地1暁再生中小企業創業助成金

ハ 若年者人材背成・定着支援型軽励金(若者チャレンジ奨励金)

ー 障害者試行雇用奨励金

1608 支給額

イ 大規模助成金は、 1601の支給対議事業主ぬうち、 R軍用開発期間内iこ当殺事業所の設置に伴

い雇い入れた1604の対象労働者の人数が 100人以上(燈用開発期間の末日まで当該事業所

に腫舟している者であって、当骸末日において対象労働者であるものの数に限る也なお、臆

入れの日以後耀期開発却l聞の来日までの間に一般被保険者から高年齢継続被保険者に該当す

ることとなった者の数を含む。)であるものに対して、事幾所的設置に墜した費用め鎖及び

対象労働者数の数lこ応じて 1年ごとに 3年間支給する。

ロ 支給をきをけようとする事業主は、第 1回は雇用開発期間の来日、第2聞はR軍用悌発期閉め

米自の 1年後の日、以下 1年ごとに割日阻までのそれぞれの日(以下「支給基準日Jという

。)の塑日から起算して 2か月以内lと支給申精を行わなければならない。特段の理由なく当

核期間内に支給申請を行わなかった事業主l立、以後当該申請資格lこ係る支給申請を行うこと

が<:きないものとする。

ハ 大規棋助成金の 1凶当たりの支給額は、継続して庖期する労働者として濯い入れた対象労

働者の人数"&び事業所の殺鐙lこ墜した費Y聞の績に応じて炊の縦とする。

(イ)対象労働者の人数が 200人以上であり、かっ、事業所の設鐙lこ饗した費用が目。俗円以

上<:ある場合

2倫円(合計‘白億円)

(ロ)(イ)以外の場合

1億円(合言十日億円)

1700 火規犠謹用開発計悶

1701 大規機艦用開発計画の作成及び申請

イ 同意篇用開発促進地峨内において、中長期的観点から地峨にkって盟ましい燈用開発を進

凶 oon叫
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めていくため、地積経済に大きな膨響を与え、雇用構造の改善に資するような地岐に根ざし

た大規模な雇用機会を開発する事業を自ら中心となって推進しようとする事業主は、 1702に

掲げる事項を内容とする当核雇用開発のための取組みに関する大規模雇用開発計画を作成し

、大規模雇用開発計画認定申請書(地様式第121号)により、労働局長を経由して、厚生労働

大臣に大規模雇用開発計画の認定を申請するものとする。

ロ イの事業主は、大規模雇用開発計画の作成に当たっては、事前に労働局長に申し出るもの

とする。

ハ イの事業主は、大続棋濯用開発計画の認定の申請に当たっては、 1702の大規模灘用開発計

画策定協議会の意見書を添付しt.t.ければならないものとする。

= 労働局長は申請のあった大規模耀用開発計闘の厚生労働大臣への進遣に当たってl士、都道

府県知事に対Lてt);:に掲げる事頃について意見照会を行い、その意見書を係付するものとす

る。

(イ)計画対象地域の経済、雇用の動向からみた当該大規槙雇用開発計簡の必要性(地域の経済

、雇用構造への波及効果を含む。)

(ロ)地峨振興計画電車kの関連性

。、)事業の安定性、成長性等の将来見通し

い)雇用機会の良質性

1702 大規模腫用開発計闘の内容

イ 計聞の概聖書

(イ)事業所を設置する事業主の氏名又は名称、住所及び大規模濯朗朗発計箇の名称、設鐙しよ

うとする耳事普ま業量所の名称及び所在地(事業が第3セ夕夕、Uいい-伊-白-血血m一白-血血m白-血血白-血白-白

容、付随事業所の設世が見込まれるt犠島合lは立当E核書付l陥組耳事耳業所を殻鐙しようとする事幾主の氏名

又は名称及び住所並びに当骸付幽事業所め4名E称及び所在地を記入するニと o ) 

(ロ)事業所の事業内容及び中長期的な事業計聞(付随事業所の設置が見込まれる場合は、付随

事業所についても記入すーること。)

ロ 腫用開発期間

箪難所の設盤及びそれに伴う窟入れを開始する日から発γする日までの期間(最長2年)

ハ 理事業所の設置に閲する事積

事業所の設置に聖書する饗用の合計額(見込み)及びその内訳(付随事業所の鍛鐙が兇込ま

れる場合は、付随事業所についても記入すること。)

ニ 労働者め耀入れに関する著書頃

(イ)腫入れ予定労働者数lkび濯舟形態、 1積極(臓務め内容)等(付随王事業所の設置が見込まれ

.g場合は、付随事業所についても記入すること。)

(ロ)腫入れ予定労働者の年齢別内訳、陣容者腫舟の予定め有無等

(ハ)購入れ予定労働者的確保の方法(腫入れル山ト及び地lii¥¥jJlJ内釈を含む。) (付随事業所の

設置が見込まれる場合は、付随事幾所についても記入すること。)

ホ 事業所内労働者の底入れ後の能力開発lこ関する芸評頃

へ事業所内労働者の労働条件等

(イ)労働条件(賃金水準、遡休制等労働時間、定年制及び定年後の継続月軍用制度の状祝)等

(ロ)福利縛生(社宅など福祉施設の設償状況、瞥児休業制度、財形、持家促進融資等の実施時IJ

白内向唱 m 
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度の状況等)

ト 地域の経済、雇用構造への被及効果に関する事項

(イ)経済への枝及効果の見込み

(ロ)雇用・就業への波及効果の見込み

チ 地方公共団体からの助成に関する事項

1703 大規槙雇用開発言十箇策定協議会
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イ 労働局は、 1701の口の申し出を受けたkきは、大規模雇用開発計画策定協議会を散盤し、

事業主による計画の策定について協議・指導を行うものとする。

回 大規棋雇用開発計画策定協議会は、当綾地域を管轄する労働局織業安定主管部、都道府県

臓業能力開発主管楳及び労働・簡工・地域振興関係部線等関係部局の腕員、その他必嬰と認

められる者等から構成するものとする。

1704 大規模雇用開発計図の認定

イ 厚生労働大臣は、 1701により認定を申鴇された大規模雇用開発計画について箸査し、次の

重喜件を満たすことにより当核地域の腫用構造の改善に特に資するk認められたときは、当Z京

大規棋雇用開発計簡を認定し、大規模雇用開発計画認定証(地様式第122号)を事業主に受付

するものとする。

(イ)中長期的にみて景気変動等に左右在れない良質な庖舟機会の開発を促進し、地i範活性化lこ

資するとともに地域の躍用構造め改善を図ると見込まれるものであること。

(ロ)事業所的能鐙及び産主入れが円滑に禽施されるとともに継続的lこ事業が実施主れると見込

まれるものであること。

ロ 厚生労働大臣は、 1701により総症を申請された大規模腫用開発計聞について認定をしない

ときは、遅滞なく、飽由を示してその旨を事楼主lこ泊先lするものとする。

1705 大規横雇用開発計閣の変更等

イ 昔|箇認定事業主i士、 R喜朗開発ltIJ聞を変質する等部定割闘の内容を変質する必婆が生じたと

~I立、すみやかに大規犠耀用開発認定評十幽変更申請書(地機式第 123号)により労働局を経由

して陣生労働大臣に申請するものとする。ただし、認定青I"U留め内容の変更であっても、事業

所を設置する事業主の住所の変質等軽微なものについては、この限りではなく、変質内容を

大規模雇用開発総定計剛lt!:堕脂(地様式第124培)により厚生労働大艇に胤け出ることで処り

るものとする。

ロ 骨ft墳の認定、届け出及び認定については、 1701のロ及び17041こ準じて行うものと寸ーる。

1706 大規模濯用開発針閏推進連絡会賂

イ 認定計闘の実施を推進するため、当核地械を管轄ナる労働局安定主管部l立、大規模膳期間

指針闘継進連絡会織を目賃値し、次に掲げる事頃等について計剛総定事業主への指峰絡を行う

ものとする。

(イ)求~者の確保及び必聖書な能力開発の実施

(ロ)謄入れ条件及ぴ職業給介

(1、)J穏入れt査の能力開発、勝朗管理、楢利厚生等

口 大規模灘用開発計簡推進連絡会織は、当核地域'i(管轄する労働局職業安定齢、都道府県鹿

用開発主管線、関係公共輸業安定所、関係公共1険業能力開発施設、独立行政法人高齢・隙響

-?，??“ 
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-求職者雇用支援機構都道府県職業訓練支援センター、関係市町村の職員、計画認定事業主

、その他必墜と認められる者等により構成するものとする白

1707 大規模雇用開発計画仁対する実施状況の報告等

イ 厚生労働大臣は、認定計闘の実施状況等を把握する必要があると認められるときは、計画

認定事業主に対し、認定計画の実施状況についての報告を求めることができるものとする。

ロ 厚生労働大臣は、認定計闘の実施に闘し必要があると認められるときは、計間認定事業主

(付随事業所の事業主を含む。)に対し、適正な認定計画の推進を確保するために必要な指

導及び助言をすることができるものとする。

1708 大規模雇用開発計簡の盟定の取消し

厚生労働大庄は、認定割聞に闘し、次のいずれかに骸当すると判断したときには、 『大親機雇

用開発計画認定取消通知書J(地様式第125号)により計聞の認定を取り消すことができるものと

する。

イ 認定計闘の内容の実現が箸しく困難となったとされ7百lにより申請された認定計画の変更

により認定計闘の内容が1704のイに掲げる重要件を満た在なくなるときを含む。)。

口 1707の口の厚生労働大臣の指導について計画総定事業主の協力が得られないとき。

ハ 計阻認定事業主に労働関係法規の重大な違授があったとき。

1800 申鯖資格の確m及び大規模助成金(第 1図)の申請資格確認屈の提出・受理平続き

1801 申請資格確銀閣等の拠出

イ 大規模助成金の支給を受けよう kする計副総定事業主l立、認定計簡に定める濯胤開発期間

が終了したときは、当該雇用開発期間の来日の笠日から起算して 2カ月以内に労働局長lこ申

請資格の決定及び第 1医lの支給を申精しなければならない。

ロ 申請書類

申請資格の雄総及び第 1回の支給申請は、II(Iこ掲げる書類を提出して行うものとする。

(イ)地域高喜朗開発奨励金申請資絡確認盾・地域庖用開発奨励金(大鋭機)支給申譜望書(第 1阻

申請用) (地様式第 126~昔) (以下 f申請資格確認溜Jという， ) 

(ロ)百貨憧圃整備費用申告書"&ぴ地峨躍用開発奨励金(大規機)付随事業所設鐙・整備草野朋附告

書(以下「付随筆難所設世・整備受用申告警」という。地様式第132号)

付随率繰所ぬ殻糧費用を含める場合lこ|喰り提出し、付随著書議所が複数ある場合はそれぞれ

の付随筆楽所ごとに作成して提出する。

また、次に掲げる純訟・設備の態様lこ応じてそれぞれに定める r(a)証明書」、 r(b)当

核証明書書に控除付する瞥類j を徽付しなければなら沿いものとする。

a不動産を新設した場合

(a)当骸不動盟主の新設工事を総工した者の作成した殺世・整備費舟証明書

(b)当核不動産lこ係る盤記事項註明書、精負製約書の写

b 不動産~勝入した場合

(a)当核不動避を版兜した者の作成した般観・ 3監倫望号用粧明番

(b)当官度不動産に係;己主世記事頃iiiE明舎、兜質製約警の写

c動態;又は線形幽定資産を購入した場合

_ 1)1')<:;1 _ 
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(a)当該動産又は無形閤定資産を販売した者の作成した設置・整備費用証明書

(b)当骸動産又は無形闘定資産に係る売買契約書の竿(契約書がない場合は、納品書等の取

引が証明できるもの)、領収書の写

d動産又は無形固定資産を賃借した場合

(a)当該動産又は無形固定資産を賃貸した者の作成した設置・盤備費用証明書

(b)当該動産又は無形固定資産に係る賃貸摂約書の写、領収書の写

eその他、購入又は賃借lこ係る取付費用又は運搬費用が別途支払われた場合

(a)取付文は運搬した者の作成した設置・整備費用証明書(取付文は運搬と明記する。)

(b)当該取付又は運搬に係る納品書の写、領収書の写

(ハ)対象労働者申告書及び地域産用開発奨励金(大規模)付随事業所対象労働者申告書(地機

式第130号の1)

付随事業所で被保険者として躍い入れた地峨求戦者等を含める場合に限り提出し、付随事

業所が複数ある場合はそれぞれの付随事業所ごとに作成して提出し、 4人目以降の対象労働

者は統紙(地様式第I30~告の2) に記入して謹幽すること。

なお、地域求職者等及び移転求1齢者の確認のため住民禦の等し等の写を総付すること

か)大規穫雇用開発計閣総定証

1802 申請資絡砲認閤等の質趨

労働局長は、 1701により申請資格確認届等が提出された場合は、事業所の所在地、橋付望書類の

有無等を硝認の上、これを受け付けるものとする。

1900 大鋭機助成金の申鯖資格の碓総及び大規模助成金(第 1困)の支給決定

1901 事難所の級官量に聾した資用の縫限

E量償・整備費用申告書(付陥著書難所の設置に襲した費用を含めることとする場合は、当館付

随事業所に係る r1'J幽事業所在聖世・整備費用申告書Jを含む。)及び各経明書並びにその齢付

著書績により申告された事業所の般世に墜した費用については、原則として、申諮者から当核費

用の内容について、掌業所の腫胤拡大のために必要な事業の胤又は従業員の補祉のF刊に供する

ものであること、費用舗が相違ないこと等について蹴明させること。

この場合、望号用額については、総勘定元帳母辞令持参させるととにより雄総すること。また、

事業所のR草剤拡大のために必重要な事業の朋又は従業員の福祉の用に供するかeかについては必

墜に応じてjJタログ等を持容させることにより縫認すること。

なお、昔話:iE:計画lと定める躍用開発期間の末日において事業所の躍用拡大のために必甚な事業

の舟又は従業員の福祉の朋lこ供しているか密かについては、事業所の築地紡問lこより縫総する

か、設置の状況が分かる百日鐙関及び写真を推出当せること等lこより惟認すること。

1902 事業所の設置に伴い腫い入れた労働者の確認

イ 地峨求服者の継総

0802イ(イ)からか)及び0803のとおりとする。

口 移転求戦者(大規模)の確認

0802イ(イ)から(ハ)(ホ)及び0803のとおりとする。

1903 その他の申請資格の権認

山 224ω
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イ 労働局長は、 0805市当ら0809までの確認を行う。なお、確認を行う際「支給判定期間Jは、

「雇用開発期間J!::読み替えること。確認が困難であるときは、賃金台帳等必要な書類の提

出を求め、又は必要な調査を行うこと。確認の結果大規模助成金の申請資格があると確認 L

たときは、申請資格確認届lこ申請資格確認年月目、申請資格確認番号及び支給金額を記入す

ること。

口 当骸申請資格の確認において大規模助成金の申精資格がないと決定したときは、申請資格

確認屈の下部の余白にその旨及び理由を記入することb

ハ 労働局長は、上記の申請資格確認を行った後、雇用奨励金の第 1回支給決定に当たって、

労働保険料の滞納、不正受給、労働関係法令の違反等の支給制限聖書件(以下『支給制限婆件

Jという。)を袖認し、支給することが適切であると判断し、支給を決定したときは、 「申

請資格碓認屈に支給決定年月日及び支給決定番号を、地峨雇用開発禁励金支給決定通知書に

支給決定年月日、支給決定額、支給基準日及び当骸事業所の設置に伴い被保険者として腫い

入れた対象労働者の人数を記入すること。

1904 申請資格の縫留及び支給の決定の通知

イ 労働局長l土、申請資格の袖認及び第 1聞の;R給を決定したときは、 f地峨雇用開発費者励金

(大規模)申請資絡確認泊知書J (以下 r(大規模)申請資格確認過知書Jという。地様式

第127号)、支給圃不支給決定通知書及び対象労働者認定通知書(付随事業所が被保険者とし

て雇い入れた対象労働者を含める場合は、地域雇用開発奨励金付随事業所対象労働者確認迎

知書(地様式第131号の 1)により事業主に迎知ずる。

ロ 申精資格がない旨及び不支給決定の通知

労働局長は、附精資格がなく不支給を決定したときは、 (大規槙)申請資格維部通知書に

より事業主lこ通知する。

ハ 官十阻認定証のjs戻

労働局長は、 (大規模)申請資格確総通知書絡の送付と問時lこ、大規模腫期開発計簡認定

証を理事業主に返廃するものとする。

2000 大規檎助成金(第2間以降)の支給申障害の機出・受理手続き

2001 支給申請書の鑓出

イ 第2回以降の支給基準日lと係る大親機助成金を受けようとナる事業主1';):、支給;1i!;i韓日が経

過するごとに、支給基盤日の塑日から起算して 27;月以内に労働局長に支給申精しなければ

ならない。

当鍛支給申絡を;患っ允者は、以後支給申告背ずることができない。

口 申精書類

第2回以降の支給申錆は、次lと掲げる書類を鐙出して行うものとする。

(イ)地峨濯用開発機励金(大規模)支給申請書(第 2回以降申精用) (以下 r(大規模)支給

申請書(第2閣以降)Jという。地織式第128号)

(ロ)対象労働者申告書(当被支給ifl舗に係る前闘の支給基準日の盟主日から当自主支給基準日訟で

の聞に濯い入れた者を記入して徒出寸る。)

(1')地蛾耀用開発事者励金(大規棋)地機求職者等降職等申告書(以下 r(大鋭機)地j慎求職者
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等離職等申告書」という。地様式第129号の1)

前回の支給申請時期において当核事業所(付随事業所は除く。)で被保険者として雇い入

れた対象労働者の人数として数えられた対象労働者であって、前回の支給基準日の翌日から

当該支給基準日までの聞において、離職し、又は他の事業所に配置転換した等により当核事

業所に就業しなくなった者を記入して挫出する。) (隣職等した者がこの申告書に書ききれ

ないときは続紙(地様式第129時の2)に記入して提出する。)

ハ (大規模)申請資格確認通知書

2002 支給申鯖書の受理

労働局長は、 (大規犠)支給申請書(第2回以降)等が提出されたときは、事業所の所在地、

添付書類等を確認の上、これを受理すること。

200唱 大規模助成金(鮪 2園以降)の支給決定

イ 支給の決定l土、申請の者s度改によって行う。

(イ)労働局長は、 1101から 1106までの確穏を行うむなお、確誌を行う際「支給判定期間」は『

第 2閣は雇用開発期間来日の笠日から l年後の日、第 3阻は腫用開発期聞の末日の 1年後の

翌日から 2年後の日までの開』と読み替えること。なお、 1606の口については(大規模)女

給申請書(第2回以降)、対象労働者申告書及び(大観棋)地峻求職者等雌職等申告書の記

戦事項によって確認すること。ただし、硲5容が閤継であるときは、賃金台帳等必墜な醤績の

提幽を求め、又l立必聖書な調査を行うこと。

。)労働筋長は、支給申舗警に係る事業所について、支給制限要件を徹認し、支給することが

適切であると判断し、支給を決定したときは、 (大規模)支給申請書(第 2回以降)の処遡

欄に支給決定年月日、支給決定番号を、支給・不支給決定通知書lと、支給決定年月日、支給

決定額、支給基準日，&ぴ当R費支給基準日における当殺事業所に被保険者として聴い入れた対

象労働者の人数を記入すること。

なお、当R主要件を満たしていないと古は、支給決定を保留し、当骸支給申請期閉め*日ま

でに対象労働者を被{染険者kして腫い入れ、望号件を満たすものとなった場合lこは、その日寺点

で支給決定を行う。この犠合、新たに燈い入れた地峨求職者等については、申請者から、対

象労働者申告書事を提出窓せ、必星野な権総、制盗を行うこと。

(竹不支給を決定したときは、 (大鋭概)支給申錆筈(第2回以降)の処理欄の備考欄にその

旨'&び塑自を記入すること。

ロ 支給決定等の通知

労働局長は、支給を決定したときは、支給・不支給決定通知書及び対象労働者認定通知舎

により事業主lと通知する。

労働局長は、不支給を決定したと哲は、支給・本支給決定通知舎によ相、不支給kした迎

陶を記載し、事業主に迎知ずる。

ハ 地峨腫用開発奨励金(大規模)申l請資格確認通知書品等の退廃

労働局長は、支給決定通知書iF::Zは不支給決定通知瞥の送付と問時lこ(大規模)支給申精醤

(第 2間以降) Iζ添付溢れた(大規機)申精資格確認通知書を事業主にll&箆するものとする
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2100 不E受給対応

不正受給に対する対応は第1共通要領0700番台のとおり行うこと。なお、第 l共通要領0703の

不支給決定通知書は、地開金においては、地域雇用開発奨励金支給・不支給決定取消通知書(地

様式第11号)とする。
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6 地域雇用開発助成金

立Li'E縄若年者雇用促』皇韮励金

雇用保険法施行規則(昭和50年労働省令第 3号。以下「規則」という。)第 111条及び第 1

1 2条の規定に基づく地域雇用開発助成金の支給については、己の要領に定めるところによる D

01∞趣 旨

0101 概要

0200 支給要件

0201 支給対象事業主

0202 設麓・整備

0203 対象労働者

0204 対象期間

0205 不支給要件

0206 併給調整

0300 支給額

0301 支給舗の算定方法

0302 支給限度額

0303 支給額算定の例外

0400 計問書の縫出

0401 8十図書の提出

0402 計問書の失効

0403 計図書の変質・取下げ

0404 計問書の:i':J.盟

0500 計図書の確認

0501 股鐙・整備等の内容の縫総

0502 労働条件等の確認

0503 助成金の使給状i.!i!の徳銀

0504 盟問問整助成金に係る針箇筈の樋出の

有無の確認

0505 対象外事業主について

0506 定活指導措憧等の実施を証明する書類

等の確認

0507 補助金絡め盛給の有無の確認

06∞ 完了届の提出

0601 完了屈の提出

0602 添付書類等

0603 完了届の受理

0700 申鯖資格の確認

0701 底入れ労働者の確認

0702 常用労働者が増加していることの確認

0703 沖網県における沖縄若年者等の雇用構

遣の改善に資する ζ との確認

0104 申騎資格の確胞に係る事務処理

0705 申請資格の確認の通知

0800 支給申請

0801 支給申請書の縫出

0802 支給申筒警の受噛

0900 支給墜件の確総

0901 支給申請書の:i':~，盟

1000 支給決定

1001 支給決定通知書等

1100 経過措鐙

1101 経過指鐙
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沖縄県における若年者を対象とした雇用開発を促進し、沖縄県における雇用失業情勢の改笹に

資するため、沖縄県の地理的・自然的な特性や伝統文化・産業等の地域特性を活かした新規事業

の展開等に向けて、沖縄県内に事業所を設置又は整備し、当該事業所において沖縄県内に居住す

る35歳未満の若年求職者(職場適応訓練受講求職者及び関連事業主に雇用されていた者その他就

職が容易であると認められる者を除く。(以下この 6(2)において「沖縄若年求職者』という。)

を、 3人以上、継続して雇用する労働者として雇い入れた事業主に対して沖縄若年者雇用促進奨

励金(以下この日 (2)において「沖縄奨励金Jという。)を支給する。

0200 支給要件

0201 玄給対象事業主

沖縄嬰励金の支給の対象となる者は、次のいずれにも該当する事業主とする。

イ 沖縄県の区峨内に事業所を能債又は整備する事業主であること。

ロ 沖縄県において、 f沖縄若年者躍用促進奨励金の躍用に関する計簡番・受理通知書J (以下

「計箇著書Jという。)を沖縄県の区横を管轄する労働局長(以下「管轄労働局長Jという。)

に提出した臼(以下この 6(2)において「計画臼Jという。)から印l'綿若年者謄用促進紫励金

事業所設置・整備及び底入れ完了届申精資格碓総局・申請資格砲路通知書(以下「完了j諸Jと

いうω)を管轄労働局長に提出した日(計凶日から起算して24か月を経過した日め前日(例え

ば、計画日が平成25年10月 1臼の場合は平成27年9月30臼)までに完γ届を機出していない場

合は、計画白から起算して24か月を経過した日の前日。以下この 6(2)において f完了日」とい

う。)までの聞に300万円以上の事業所の殺置・整備を行う事業主であること勧

ハ 口の設置・整備に伴い、沖縄若年求戦者を 3人以上、継続して耳重用する労働者(以下この 6( 

2)において f対象労働者Jという。)として濯い入れ‘その定者を図り、当餓対象労働者を畿

励金支給終了後も引き続き相当期間雇用することが総められる事業主であって、発γ自におけ

る当骸理事業所の常時腫用する労働者(腫用保険の一般被保険者及び高年併継続被保険者をいう

。以下この白 (2)において問じ。)数が、計闘日における当館事業所的常用労働者数を上回る事

業主であること。

ニ 労働関係帳簿類 w出1動緯、 タイムカ、い』白-血血m白一白-血血m白-血血白-血白-白

係I帳懐偉類(総勘f定宣元幡、現金出納簿、小切手帳、法人のt賞金通帳等)を備え、申請資格の循部

:&ぴ支給決定並びに臨時め検査の際1:::労働関係帳簿類及び会計関係帳簿類を速やかに提出する

事業主管あること幽

ホ 箪い入れた求職者の臓場定着を図るため、支給を受けようとする事業主は、計画日までに人

事担当者等を定着指導責任者として任命するニL
なお、当事業主自らが、定着指導貨任者になるととも可とする。併せて、先γ盾に対象労働者

等に対する定着指導措鐙内容を記載し、支給申請筈縫出時lと、沖縄若年者R軍用促進奨励金支給

申時書(様式第153-2号、様式第153-3母)により、定着指導の状況報告を行うこと。

0202 !貴簡・強倫

イ 設置・整備費用の算定対象となる施設又は設備とは、腫用紘大のために必饗な著書業の用lと供

向 229円
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する不動産(土地を除く。)又は動産をいう。

動産とは、機械、装置、工具、器具、備品、車問、船舶、航空機及び運搬器具等をいい、商

品以外のものであれば繊価償却資産であるか否かを問わず、原材料や消費財以外のものは設置

.整備費用の算定対象とする。

原材料や消費財であるか否かの判断は、原則として、繰り返し使用されるものか否かによる

ロ 設置・盤備費用の算定対象はイの設置文は設備の新設、増設、購入又は賃借に聖書したハの費

用のうち、次の(イ)及び{ロ)のいずれにも骸当する費用とする。

(イ) 計画白から完了日までの聞に引渡日又は賃貸借期閉め初日があるとと(契約締結日が計図

目前のものを含む。)

(ロ) 計薗日から完了日までの聞に実際に支払われた費用であること凸

ハ 施設)zは設備の新設、増設、購入又は賃借に要した費用は次の(イ)から(ハ)の費用をいう。

(イ) 1襖約が20万円以上の工事費用(建築工事3普及びこれに付随する土地造成費、設計・散理

費、基I種工事費、外構工事費、電気工事費、各種設備工事費、内装工事費及び工事管理費

のほか建物的解体費を含む。なお、沖縄紫励金を申青青する事業主名義で不動産登記してい

る部分lこ限る。)

(日) 炊のa又はbのいずれかに核当する購入費用(購入に伴う限付費胤及び進搬費用等の諸費用

を含める。)

a不動産(土地を除く。)の購入であって、 1喫約あたりの購入索用が20万円以上のもの

b動産の綿入であって、 1点あたりの購入望者用として支払った金績が20万円以上のもの

(ハ) 炊のa又はbのいずれかに骸当するむからdlこより算定した賃借費用(興約期間が 1年以上で

あり、厳則として、反復J!!新が見込まれるものに陥る。)

a不動産(土地を除く。)の賃借であって、 1製約あたりの賃借襲用(共益管理費を含む

紗)として支払った金額が20万円以上のもの(賃貸借禦約をすることに伴い支払った盟主金

及び建設協力金、礼金並びに不動産仲介料は含めない。なお、賃貸借製約した不動産にか

かる内畿等の工事費用は算定対象に含めるむ)

b動産め貸借(リース製約を含む。)であって、 1点あたりの貸借費用として実際に支払

った金舗が20).i円以上のもの(貸借に伴う取付費用幽運搬費用者事の諸費用を含め保守メン

テナンス費胤をi徐〈白)

ι計四日から完了日の聞に実|際に支払やた鱗が賃借の製約期間の l年分を趨える場合l立、

1年分の金鎖を賃借費用の上限とする。

d賃借の契約期間が 1年を鎖えるもので、 l年分の貸借資用が定められていない場合は、契

約金績を契約年数で割って得た徹を貸借費用とナる。

一前頃にかかわらず、次の(イ)から(ニ)のいずれかに核当やる費用i立、設鐙・整備資用の算定対象

としない白

(イ) 完γ日後に支払われる予定の費用

。)賃借費用のうち支払期日が到来していない聖者用

(1守分割払いにより支払われた費用のうち手数料等(利子分は除く白)

(エ) 小切手、手形又はクレジットカードlとより支払われた掛用のうち、決衡を党了していない

挫用
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ホ 上記イからエにかかわらず、次の(イ)から(ry)のし、ずれかに該当する費用は、原則として、設置

-整備費用の算定の対象としない。

(イ) 賃貸用の施設又は設備(賃借入の居所とならないものを除く。)の新設、増設、購入又

は賃借に裂した襲用

なお、当該施設が雇用拡大のための部分を含む場合は、 a又はbのとおり取り扱う。

a雇用の拡大のための部分の費用と賃貸用の部分の費用が明確に分敵できる場合は、耀用の

拡大のための部分の費用を設置・整備費用の算定対象に含める。

b庭用拡大のための部分の費用とその他の部分の索用が明確に分離できない場合は、それぞ

れの床面積に応じ亡按分して算定するものとする。

(ロ) 聞の補助金等(地方公共団体等を通じた間接補助金等を含む白以下『補助金等」という

。)の交付又は交付決定を受けている施設又は設備の新設、噌役、購入又は賃借lこ要した

費用のうち補助金等の受付鱗

(ハ) 地方自治法第244条第l頃に規定する公の施設(以下「公の施設Jという。)の管理

を行う場合、公の施設の増設又は賃{昔、若しくは公的施設に設骨量する百貨備の新設、購入又

は貸借に聖書した費用

(エ) 個人自宅等と一体となっている施設又は設備の新設、増設、購入又は貸借に聖書した費用

(ホ) 躍用の拡大を伴わない施設の建て替え又は設備の受換に聖書した費胤

(へ) 雇用の拡大を伴わない施設の移転又は設備の移設に聖書した費用

(ト) 従業員のための福利厚生用の施設又は設備の新散、増設、購入又1';):賃借(ただし、従業

員のための福利厚生用の施設又は設備が濯用の拡大のための施設又は設備と一体となって

設置・整備された場合尚、福利厚生用の施設又は設備に墜した費用の占める割合が一体と

なって設鐙・整備された費胤の 1/日(過郎等濯用改替地峨内の事業所にあっては 1/2

0 以下問じ。)以下であれば、設鐙・整備費用の算定対象lこ含める幽)に聖書した費用

ぴ) 無形悶定資産(工業所有権(特軒権、実用新案権、意匠権及び簡楳権)、専用機(電話

加入権、側線専.ffl権毒事)、借地権(地上権を含む。)、蛍業権及びソフトウ且アなどの権

利)の取得lこ墜した賞用

(日) 消費税以外の税金及び保険料等の費用(日ース料に含まれるものを除く o ) 

(!<) 駐車場の新段、増設又は貸借1::聖書した費用(ただし、設鐙・整備費胤に箪阿が認められ

た場合は当骸車問のための駐車場の新設、増設又は貸借に聖書した費用を除く。)

(ル) 光熱水料及び発電用の施設・設備の百貨簡に墜した費用

。) 不動産登記の手数料

(ry) フランチャイズ等の加盟料、 pイヤリデイの購入費及び偽証金

〈 上記イからニユにかかわらず、次の(イ)からりつめいす礼れかに骸当する場合1立、設置・整備費用の

算定対象としない。

(イ) 段鐙・整備事業所の所在地を管轄する都道府県労働周(以下[管練労働局』という。)

が当首謀百貨鐙・整備毒事幾所に立ち入って行うを見地欄査において、その存在が縦総ぞきない場合

(ロ) 計凶日から発γ阻までの聞に解約又は売却等を行ったため、完了日において要件を満た

虐ないこととなq た場合

(ハ) 地域的濯用構造の改善fl己資ナると館、められないk管轄労働局長が判断した場合

ト 上昔日イからニにかかわらすぺ (畿一 1)の支給対象事業主k畿艇な関係lとあると総められる
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相手との取引により支払った費用は設置・整備費用の算定対象としない。

(表-1)

支給対象事業主 支給対象事業主止密接な関係にあると認められる拍手

法人 ① 当該法人の代表者

(法人形態の事業 @ 当該法人的代殺者が代表者の法人

体のすべてをいう @ 当該法人の代表者の配偶者

。以下同じ。) ④ 当該法人の代表者の配偶者が代表者の法人
』、、

@ 当該法人の代表者の 3親等以内の親族(民法第725条に定める

親族をいう。以下問じ， ) 

@ 当該法人の代表者の3親等以内の親族が代表者の法人

(1) 当骸法人の取締役会その他これに準ずる機関の構成員

(以下 f取締役等Jという。)

@ 当該法人の取締役等が代表者の法人

@ 計画日の前日から起算して 1年前の日から完了日の聞のいず

れかの臼に当該法人の代表者と濯朋関係にあった法人文は倒人

事業主

個人事業主 ⑩ 当該個人事業主

⑪ 当桜個人芸事業主が代表者の法人

@ 当君主個人事業主の配偶者

⑬ 当絞個人事業主の阻偶者が代表者の法人

@ 当骸個人事業主の3親等以内の親族

⑬ 当核イ閤人事業主め日親等以内の鋭族が代幾者の法人

⑬ 計凶日の前日から起算して 1年前の日から完了間の問のいず

れかの日 iこ当核個人事業主と濯用関係にあった法人又は個人著書

業主

0203 対象労働者

イ 沖縄奨励金の対象者

沖縄奨励金は、以下の(イ)及び(ロ)0)者を対象者(以下この 6(2)において f沖縄幾励金対金者

Jという。)とナる。

(イ) 著事業所の能債・整備に伴い濯い入れた対象労働者

なお、次lと掲げる者は、対象労働者に常設ない。

a Jit織により沖縄県の区機内に燈住ずることとなる県外からの就職者

b 過去8年聞に当骸事業主の事業所において腫胤保険の被保険者として雇用されていたこ

とがある者

c 過去3年間に当殺事業主の事業所において職場適応訓練(短期の戦場適応部11練を除く旬以‘

下問じ。)を受けたことがある者

d 資本金、経済的・組織的関連性等からみて、沖縄奨励金の支給において独立性を認めるこ

とが適当でないと判断巡れる事業主問マ行われる臆い入れに係る者

-232 -
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なお、 「狙立性を認めることが適当でないj とは、以下の (a)及び(b)に該当する場合と

する。

(a) 発行済株式の総数又は出資の総額に占める所有株式数又は出資の割合が印私を越え

るものであること。

(b) 取締役会の構成員について、代表取締役が同一人物であるこ左、又は取締役を兼務し

ている者がいずれかの取締役会の過半数を占めていること。

e 学校教育法(昭和22年法樟第26号)第 1条lこ規定する学校(中学校、高等学校、中等教育

学校、特別支援学極、大学及び高等専門学校)又は同法第124条に規定する専修学校に在学

している者並びに(同法第4条に規定する『定時制の課程J又は『通信制の繰程Jに在学す

る者又はこれらの練穫を卒業した者を除く。)これらの学校を卒業した年の 6月末日を経過

していない者(以下『新規学卒者Jという。)

f 縁故採用の者

(回) 沖縄県内に居住する新規学卒者

上記4イ)の腫い入れを行う中小企業事業主lこ眼る。

また、対象者労働者に含まない者は、上罰ceを除き問機とする。

ロ 沖縄奨励金の対象者ではなくなる場合

次のいずれかに核当する者I士、沖縄奨励金の対象者ではなくなるものとする。

(イ) 当該事難所で就業しなくなった者

(日) 0204の沖縄弊励金の支給対象期間を経過した者

0204 対象期間

沖縄奨励金の支給対象期聞は、発γ日(賃金締切日が定められている場合は、先了日以後最初

の賃金締切日の翌日。以下この0204において「起算日Jというω)から起算して原則 1年間、沖

縄型軽励金対象者等の定着状況が特l乙優良である事議主については2年聞とする。ただし、 0203の

イの(P)に骸当する者については 1年聞とする。

ここでいう f沖縄紫励金対象者等の定着状況が特に優良である耳事業主J1::は、次ω(イ)及び(ロ)

のいずれにも骸当ずるものとする。

(イ) 当館者評議所の常用労働者数について、初聞の支給申論期聞の初日と比較して、そこから 1年

経過後の支給申舗期聞の初日において、減少していないもの

(内 沖縄奨励金対象者数について、初図的支給申簡期間の初日から 1年経過後の支給申請期間の

初日において、その減少割合が20%未満であるもの

なお、起算日から起算して 6か月ごとに区切った支給額を算定する期間(以下 f算定期間Jと

いう白)の、第1期から第2期まで(支給対集期聞が 2年闘の場合にあっては、第3朔から第4

期主で) <t、それぞれの算定期間経過後lこ支給するものkする白

ただし、 6(1)の1301による f中止盾J (6(1)の1301に規定十る f中止局Jは、以下この 6(2 

)において[沖縄若年者庭用促進奨励金中止届・中止溜費型通知書」様式第156婚を使用する幽以

下 rjtj:l織型軽励金中止腐Jという幽)命受迎した場合の支給対象期聞の末日は、当核沖縄鱗励金中

止屈を受理した闘とする。

020唱不支給饗件

放のいザれかに骸当する場合は、jtj:I織奨励金を支給しない。
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イ 計問日から、完了日から起算して 6か月を経過した日までの聞に、当該事業所で雇用する被

保険者(短期雇用特例被保険者及び日雇労働被保険者を除く。)を解雇(次に掲げるものを除

<， )等事業主の都合で離臓させていること o

(イ) 当該労働者の責めに帰すべき理由による解雇

(日) 天災その他やむを得ない理向により事業の継続が不可能左なったことによる解雇

ロ 計画日から、完了日から起算して 6か月を経過した日までの聞に、躍用保険法(昭和49年法

体116号。似下『法Jという。)第23条第2項に規定する特定受給資格者であると認められた

者の数が 3人を超え、かっ、その数を計画日における当該事業所の被保険者(短期雇用特例被

保険者及び日j種労働被保険者を除く。)の数で除して得た値が 6%を趨えていること。

なお、訟の(イ)から(りまでに掲げるいずれかの特定受給資格者となる降職理由により離職した

者の数は除く。

(イ) 規則第35条第4号l乙定める者となる陣織理由

(ロ) 規則第36条第 1号に定める理由

(ハ) 規則第36条第7母lこ定める懲曲(規則第36条第 1号iこ定めるものを除く。)

(ニ) 規則第36条第7号の 2に定める遡曲

。)附則第3条l乙基づく特定受給資格者に関する智定措世の対象となる法第33条第 1犠の正

当な離1後五皇自

ハ 有期の事業で、通常、事業の終了とともに雇用関係が終了することが予測されること。

ニ 当初と典なる条件で雇い入れた場合で、対象労働者に対し労働条件lこ関する不利益又は違法

行為があり、かっ、対象労働者から求人条件が異なることについての申し出があった場合

ホ 支給対象期間 (0204傘照)に対象労働者に対する賃金を支払朔日を超えて支払っていない場

合(支給申請を行うまでに当該賃金を支払った場合を除し)

へ 高年齢者腫用袖保措置を講じていないことにより、高年齢者等の燈胤の安定等lこ関する法律

(昭和46年法律第68号)第10条第2頃lζ基づ昔、当鱗徹保措置を講ずべきことの勧告を受けた

場合。

ト 沖縄県の労働市場の実情から判断して求人の充足が凶難である、若しくは就臓後の定着が危

ぶまれる等が見込まれること。

チ 当般事業所において、計削番機出時に、既に5JIJの沖縄奨励金の支給を受けるため計阻害を縫

出しているものでないこ k又は沖縄艶励金の申請資格的権訟を受けているもので沿いこと。

リ 支給対象期間中に沖縄線励金対象者を解腫 (020唱のイの(イ)及び(ロ)を除く。)等事業主都合

で離職させた場合、以後、当核計幽著書に係る沖縄奨励金の支給はしない。

02沿6 併給調整

第 1共迎撃領03041と規定するほか、沖縄紫励金め支給を受けることがで哲る者事業主が、問ーの

著書曲により、次の各勢l乙掲げられている助成金の支給を受けた場合lこは、沖縄奨励金は支給しな

いものkずる。

イ 者五宅就業:Y:t壁間体活性化助成金

口 若年者人材育成・定着:y:緩奨励金(若者チャレンジ鋒励金)

ハ l箪望書者試行滞期奨励金
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0300 支給額

0301 玄給額の算定方法

沖縄奨励金の支給舗は、 0200の支給要件を満たす事業主が、沖縄奨励金対象者に対して支給対

象期間内lこ支払った賃金の額に相当する額として次のイの方法により算定した額とする。

ただし、支給額が申請に係る支給対象期間に実際に支払われた賃金を上回る場合は、当該支給

対象期聞に実際に支払われた賃金簡を支給額とする。

なお、沖縄嬰励金対象者の賃金を助成する割合(以下との6(幻において『助成率Jという o ) 

は4分の 1とする。ただし、中小企業事業主については、 3分の 1とする。

イ 沖縄柴励金の助成額の算定

(イ) 沖縄繋励金対象者に対して算定期閉め問に支払った賃金め額に相当する額として厚生労

働大臣が定める方法により算定した額(以下この 6(2)において f算定方法により算定した

額』という o )に、助成率を乗じて得た鱗 (1円来満切檎とする。以下問じ。) (その額

がい)の厚生労働大庄が定める鍋を 2で除して得た額を超えるときは、。)の厚生労働大臣が

定める額を 2で除して待た額。)とする。

。) 沖縄奨励金の支給lと係る厚生労働大臣の定める額は1，加0，000円とする。

0302 支給限度額

イ 0301により算定した績が算定期聞の初日における耀用保険的基本手当の日額の最高額(以下

この0302において『最縞日額」という。)に165を費者じて得た績を越えるときは、最高日額に1

65を乗じて得た舗を支給額とする。

ロ イにより算定した徹が次の式により求められる鎖(a)を越えるときは、当該(a)を支給額とする

。

330 

(a)間 最高日徹 x 03031こ規定する算定期閉め日数 X 

365 

ハ イ及び口のいずれにも餓当しない場合l立、沖縄弊励金対象者ごとに0301により算定して得た

観の合計鱗を支給額とする。

ニ j車生労働大臣が定める算定方法

(イ) 当館算定期間内に沖織鍵励金対験者lと対して事業主が支払也た賃金の舗に相当する績と し

て厚生労働大障が定める方法により算定した額は、次の畿における平均賃金額 (6か月分)

の胤する等級に定められた基準賃金額とする。

(0) 平均賃金額 (6か月分)は、事業主が沖綿奨励金対象者の腫入れに係る筆業所におい凶仁

完了日の腐ナる年度 (4 月 1 日から~年 3 月 31 日までをいれ)の前の年度(以下このニに

おいて f前年度Jという。)1乙混用したすべての被保険者(年度の途中に耀創保険の保険関

係が成立し、又は消滅したものについては、当核年度において、当鮫保険関係が成立してい

た期聞に雇用したナべての被保険者。以下問じ。)に係る賃金総額を当核被保i険者の前年度

における 1か月平均被保険者数で除して樽た鎖を 2で除して6か月分としたものとする。

(ハ) 前年度に躍用したナペての被保険者i乙係る賃金総額l士、労働J悌険の保険料の徴収等に闘す

る法体(昭和44年法体第84号。以下この 6(2) において「徴収法J という。)第19~の一般保

l検料lと係る維定保険料の縦(縫用保険料lと応ずる部分の鎖に係るものに限0，)の箪症に|熊
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2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

IS 

16 

17 

18 

19 

し用いる徴収法第11条の賃金総額の額であって、当骸事業所の前年度に係る確定保険料申告

書の保険料算定基礎額(雇用保険法適用者分)をいう。

(ニ) 前年度に雇用したすべての被保険者の当骸年度における 1か月平均被保険者数と 11，沖縄

奨励金対象者の濯入れに係る事業所の前年度における各月の月末保険被保険者数を平均した

ものをいう。

(市) 前年度に雇用したすペての被保険者に係る賃金総額が確定していない場合は、前身年度に

係る賃金総額及び1か月平均被保険者数に基づき平均賃金額の算定を行う。この場合、沖縄

聖堂励金の支給後、当該前年度の賃金総額が確定し賃金総舗及び1か月平均被保験者数が変更

となった場合であっても、沖縄奨励金の支給額の変質は行わない。

723，400円未満 400，700円

723，400円以上 868，100円未満 480，900円

868，100円以上 1，041，700円未満 577，100円

1，041，700円以上 1，250，000円未満 692，500円

1，250，000円以上 1，500，000門米満 830，900円

1，500，000円以上 1，800，000円未満 997，100円

1，800，000円以上 2，160，000円未満 1，196，600円

2，160，000円以上 2，592，000円米満 1，435，900円

2，592，000円以上 3，liO，400円未満 1，723，000円

3，110，400円以上 3，732，500円米満 2，067，700円

3，732，500円以上 4，479，000円米満 2，481，200円

4，479，000円以上 5，374，800円未満 2，977，400円

5，374，800円以上 6，449，700円未満 3，572，900円

6，449，700円以上 7，139，700 問主任満 4，287，500門

7，739，700円以上 9，287，600円未満 5，145，000円

9，281，600円以上 11，145，100円未満 6，174，000円

11，145，¥00円以上 13，374，200円米満 7，408，800円

¥3，374，200円以上 16，049，000円未満 8，890，500門

16，049，000円以上 ¥0，668，700円

0303 支給額算定の例外

イ 創業開もない事業所の場合

当殺事業所が創業問もない事業所であ也て、前年度にR喜朗したすべての被保険者に係る賃金

総績が機定していない場合は、当紗:賃金総額'&ぴ濯朋保険被保険者数が織定した後、これに2基

づき平均賃金額 (6か月分)合算出すること。

この場合、当~事業所の沖縄奨励金の支給申請書l:t当骸賃金総摘が縫定した後、これを記載

して提出逃せること。

ロ 継続一括に係る事業所の場合
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その行う 2以上の事業について成立している保険関係の全部又は一部をーの保険関係とする

ことにつき徴収法第9条の厚生労働大臣の認可を受けている事業主が、沖縄興励金対象者を当

百五認可に係る事業所において雇い入れる場合の平均賃金額 (6か月分)の算定に当たっては、

いずれの事業所において雇い入れる場合であっても、当誤認可を長けた事業全体に係る賃金総

額又は被保険者の数を用いて、 0302の方法に準じて額を算出すること。

ハ f中綿奨励金対象者が最低賃金除外に係る者である場合

沖縄奨励金対象者について最低賃金法(昭和34年4月15日法偉第137号)第7条の最低賃金額

の適用除外の許可を受けている場合は、 0301、0302、0303イ及びロによらず、算定期間につい

て対象労働者に支払った賃金(臨時に支払われた賃金及び3か月を越える期間ごとに支払われ

る賃金を|除く。)に助成主容を乗じることにより得た績を支給額とする。

0400 計阻害の提出

0401 計園書の提出

沖縄県内において仲綿の地峨資源や地域特性を術かした新規事業的展開等のために300万円以

上の事業所の設鐙・整備及びこれに伴う 3人以上の沖織若年求戦者の庖い入れを行おうとする事

業主であって、沖縄当者励金を受けようとする場合は事業所の敵艦・盤備及びこれに伴う沖縄若年

求戦渚の躍い入れの前に、あらかじめ、管轄労働局長lこ計薗蓄を提出しなければならない。

0402 計図書の失効

計箇日から起算して24か月を経過した日から起算して 1か月経過した日の前日(例:計画日

が平成24年4月1日の場合は平成26年4月30日となる。)までに完了屈の提出がない場合は、

当該剖図書は失効するものとする。

0403 計問書の変更・取下げ

イ 計画警の変質

法人の合併があった場合、法人名又は事業所名を変質した場合、党γ予定日を計回目から24

か月経過した日以降lと変質する場合など、割'箇番の内容を大きく変質するときには、その変質

事I買を計阿舎に記入し、様魁に r~質届J ~魯き加えて管轄労働局長lこ提出 \.，tJ: ければならな

b 、。

なお、この犠合の計画日は、 「当自主変質庖の完γ予定自の24か月前め闘の盟問J (例:完γ

予定日が平成25年12月31日の場合は、平成23年 1月1日)から f当該変質屈の提出日Jまでの

聞の任意の日(変直前の昔卜問日以訟の日lこIliる。)を、;事業主が選択するものとする自 fl!'!:!在

腐」のt笹山については、郵送による提出を飽めるものとする。

ただし、法人の分割、場正業所の分割又は統合があった場合には、新たな事費量所について計断

書告と出し匝ます必聖書がある。

管轄労働局長l立、官官入車:犠について確認を行った後、~!1!届を受遡し、受迎通知書lと「変質

局j と明記して事業主に対して通知するものとする。

針簡番の変更l土、完γ予定問的前日までに行うものとし、l!'!:賞された党γ予定日を符皮革1:J!:

することは<:'ぎないものとする。

変質された完了予定日を再度変質したい場合l立、計画書~J&\:l下げ、新たに針箇書在、提出ず

るものとする。

一237-
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ロ 計画書の取下げ

計画書は、事業の完了予定日の前日までに取り下げることができるものとする。計画書の取

下げは、任意の様式に「事業所設置・整備及び腫入れ計画取下げ庖J (以下「取下げ届』とい

う。)と記入し、文書により行うこ左とし、取り下げの理由及び提出年月日を必ず記載するこ

と。

管轄労働局長は、取り下げる理由について確認を行った後、取下げ盾を受理した旨を事業主

に対して適宜の様式により通知するものとする。

0404 百十阻害の受理

イ 管轄労働局長は、 0500に掲げる事項について確認等を行い、当骸事頃について適正と判断さ

れた場合lと計画舎の処理欄lこ計画受理年月日及び計簡受理番号を記入し‘その控えを事業主に

返却すること。

なお、事業所の設憧・盤備について、その内容が新規事業の実施又は雇用環境の改善l己資す

ると認められないものは、計問書を受理してはならない。

担 当t京事墳について適正と判断されなかった場合、計簡を受盟できない旨をその型車尚とともに

事業主に連絡すること。

なお、その|燥には計幽舎の処理ー欄には計画受理年月日及び計画受王監番号を記入しないものと

する。

ハ 計間腐の記入事項iこ不備があった場合、管轄労働局長は相当の期間を定めて、事業主等に補

正を求める。指定された期間内lこ事業主等が補正を行わなかった場合、管轄労働局長は1か月

以内lこ補正を行うよう書簡で求めることが守きる。事業主等が期限までに補正を行わない場合

「第 1共通要領』の0301ハの主要件を満た在ないものとみなし‘当R主計両局に係る奨励金は支

給しない。

ニユ 労働者の躍入れ方訟等の税明

対象期間、就業場所、研修、除外労働者及び新規学卒者等について必重要な税明を事業主に対

して行うこと。

ホ書類の備付けの説明

管轄労働局長1';):、助成金の支給を受けようとする事業主が賃金台帳、労働者名簿、出動簿、

現金出納簿、総勘定元帳噂の法定帳簿績を備え付け、労働局の要請により提出しなければ助成

金を支給しないことを、事業主lこ説明すること也

へ 地峨庖用開発奨励金との関係についての説明

沖縄奨励金の対象者と問ーの者を対象者として地機港周開発弊励金を支給することも可能で

あることから、管轄労働局長l土、地峨濯舟開発奨励金について、針阻害蓄を別途提出すあ必聖書が

あること、完了届の機出がない場合における計阻日から計闘が失効するま't'の期間等婆件がそ

れぞれ呉なることを、事業主lと説明すること。

ト 役立中の会社又は新設の事業所の取扱い

設立中の金制:又.1主新設の事業所に係7.:>昔十幽書~受理する場合は、腫期保険に係る保険関係が

成立すると問時l乙庖胤保険j歯周耳評議所設鐙騒を機向ずるよう事業主lこ指導すること。

ただし、当E京事後新設憧苦手月間は発下回以前でなければならない白

チ 瞥R主任意適用車撲の取扱い

型!Tl宣任意適用事業の事業主から計画著書の提出があった場合l士、瞥定任1ま適用車請をの事業主に
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任意加入の認可があった桂文は暫定任意適用事業が適用事業になった笹に雇入れた者のみが助

成金の対象となることを事業主に指導すること。

リ 雇用保険の適用事業所となっていない事業所の取扱い

へ及びト以外の事業所であって、雇用保険の適用事業所になっていない事業所に係る計画書

は受理しない。

ただし、計画書の提出とともに当自主事業所が適用事業所となるように手続をとったものは受

理することとするので、その旨を事業主に説明し、雇用保険適用部門と連携を図ること。

0500 計画書の確飽

0501 All:fi量・整備等の内容の確認

原則として雇用の拡大のための施設又は設備以外のもの(従業員のための福利厚生施設等)は

鉱当しないものとする。

ただし、福利厚生施設が、Jii!期的拡大のための施設又は設備と一体となって設置・整備された

場合は、福利厚生施設の占める費用の割合が一体となって殻憧・整備された費用の 3分の 1以下

のものであれば楢利厚生施設を含めて認めることとする。

当自主設置・整備lこ撃する費用が300;万円未満及び判1組若年求職者の腫入れ予定人数が3人未満の

ものは計画舎を受理しないこと。また、当飯能債・整備及'(flJi入れに係る事業内容が沖縄県にお

ける雇用失業情勢の改善に資するものであると認められないものは計画蓄を受理しないこと。

0502 労働金件等の確認

イ 他の事業所に比して箸しく劣っている場合には、当骸労働条件等の是iE指導を行い、その指

導に従わない場合は、 N'縄県における庖附開発又は雇用失業情勢の改善に資するものとは認め

られないとして、計画望書を受理重してはならない。

ロ 従業員の過去の定着状況が馨しく低い場合l立、沖縄県における地峨雇用開発又は濯用失業情

害事の改善に資するものでないものとして計図書害を受避しないものとする。

0503 助成金の豊臣給状況の確認

事業主が能債・盤備を行なおうとする事業所について、島正に仲綿数励金の支給を受けるための

計画書を提出しているか、また、沖縄奨励金の支給を受けている最中である場合は、新たな計簡

著書は受理しない。

0504 建問調整助成金に係.Q針閣舎の提出の有無の確認

事業主が当館設置・盤備を行おうとする事業所について、既lこ膿胤銅盤助成金に係る計画Iを提

出しているか、また、繰出している場合は、当該計画に係る休業等が終γし32.1立支給対象期聞が

経過しているかを確認し、当官員休業等が終了し又は支給対象期聞が経過していないことが判明し

た場合l立、計画警は受塑しないこと。

ただし、濯胤調整助成金iこ係る計簡を取り下げれば、その後l主計簡誉を受趨ずることができる

こと白

0505 対象外事業主について

沖縄型軽励金は、地機における沖縄若年求職者の常用耀用の場の開発を促進するもの1:."あること

に鑑み、有期の事業で、Jiij常、響楽の終了kともに勝朗関係が終γ、ずることが予泊IJ溢れる態入れ

であるものは対象としない。
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0506 定着指導措置等の実施を註明する書類等の確認

計画書提出時において、定着指導責任者の任命書を提出するとともに、完了届提出時及び支給

申請書控出時において、定着指導措置内容の実態がわかるものを提出すること。

0507 補助金等の受給の有無の確認

6(1)の0303イ(ロ)に規定する補助金等の交付を受け、又は受けよう kしている事業所について

は、当骸補助金等l乙係る補助対象経費の内訳が明確となる交付申請書に係る内訳書(交付決定を

受けている場合は、交付決定通知書を含む。)の写しを提出させること。また、当按補助金等の

補助対象となっている施設又は設備については地域助成金の算定対象から除くものとし、その内

容を事業主に対して説明を行うこと。

0600 完了届の掘出

0601 完了届の提出

イ 事業主は、完了届を計前日から起算して24か月を経過した日の前日(例:割函日が平成;25年

4月1日の場合、平成27年3月31f.I)までに管轄労働局長に提出しなければならないものとす

る。

口 前頃の完了屈の挺尚がない場合l立、当1&24か月を経過した日の前日を完了日として、完了日

の翌日から起算して 1か月以内に完了届を提出するものとする。

ハ 完了屈の梶山時において、定着指導責任者及び定着指噂措鐙内容を記載するものとすること

o なお、定着指導措笹内容において、沖縄奨励金対象者の定着率の向上に資するものでないと

判断されるものについては、鐙遡しないとともに、必聖書があれば、事業主に対して指導を行う

ものkする。

0602 添付書類等

事業主は、完了盾と問時にi?;:の申告書等を提出しなければならないものとする白

イ 「沖縄若年者雇用促進婆励金濯入れ労働者申告書・確認、通知著書J (様式第152.2.1身。沖縄幾

励金対象者に新規学卒者も含まれる場合は、機式第152.2-2~告にも記載幽)

なお、当骸申告書の濯入れ労働者の状況欄が不足す・る場合1;:1立、機式lこ f続紙』と記織の上

記入すること。

口 「沖縄若年者月軍用促進奨励金事業所設置・整備費問申告書事J (機式第152-3幽 l号)

なお、i?;:に掲げる設置・整備の態様lこ応じてそれぞれに定める「①佳明書J (機式第152幽3・2

培、機式152-3-3与す)及び r<ID~皆殺宮正明書に添付する書類J を務付しなければならないものとす

る。

(イ) 見積番(噂)、持求書(等)JAぴ領収書(等)

(0) 金融機関め振込依頼書事(等)、総勘定光帳(該当部分の等)及びt賞金通l憐(骸当部分の等

)又は現金出納簿(~当部分め竿)

(ハ) 不動産を新設、精殻又は購入をした場合

a 当餓不動産の工著書を施工した者の作成した不動産新・増設、販売、賃貸証明書書

b 当核不動産l乙係る筆記事頃Z正明言書(等)、精負興約番(等)、幽箇及び引漉讐(写)

又は納品箸(竿)

当競不動産lニ0202のホ(イ)1こ定める賃貸用の施設31:1立ホ(ト)1と定める福利厚生総殺を含む

内 240-
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場合、雇用拡大のための部分を明記したものに限る。

(ニ) 動産を購入した場合

a 当該動産を販売した者の作成した動産等販売、賃貸証明書

b 当該動産に係る売買契約書(喫約書がない場合は、納品書等の取引が証明できるもの

) (写)、引被害(写)又は納品書(写)及びカタログ

(ホ) 不動産を賃借した場合

a 当該不動産を賃借した者の作成した不動産新・増設、販売、賃貸証明書

b 当該不動産に係る賃貸契約書(写)

(へ) 動産を賃借(リースを含む。)した場合

a 当該動産を賃貸した者の作成した動産等、賃貸証明書

b 当核動産に係る賃貸(リ」スを含む。)興約書(写)及びカタログ

(ト)購入又は賃借lこ係る取付費用又は運搬費用が別途支払われた場合

a 取付文l立遡搬した，者の作成した動産等販売、賃貸証明書(取付文は運掘と明記するこ

と。)

b 当核取付け又は遵搬に係る納品書(写)

('f) (イ)から(ト)以外で管轄労働局長が必要耳と認めるもの

0603 箆了屈の艶塑

公共職業安定所め長は、完了局、各申告書等が援出された場合は、事業所の所在地、添付書類

の有無等を確認の上、これを受理するものとする。

0700 申簡資格の確認

0701 燈入れ労働者の確認

イ 購入れ日の確総

腫入れの日が、当R軍事業所lと係る計国自から完了日までの聞であることを、躍入れ労働者申

告書に記入きれた労働者ごとに、濯用保|検データ等を用いて他認すること。

対象労働者については、被保険者資格の取得年月日現在の年齢が35歳未満であることを確認

すること。

ロ 住所等の硲総!

沖縄県の区域内l乙居住すると kについては、住民議の写し等により燈入れ日前後の住所又は

居所を確認するとと。

ハ就業場所の碓総

主たる就業場所の硲iiBl立、求人聖書の f就業場所」棚、出動簿常事Rは事業主の申立筈lこより行

うこと。ただし、炊の各勢に鋭意すること。

(イ) 当飯能債幽整備が行われた事業所を主たる就業場所と十ることを原則とするが、労働者派

遺契約の下で派遣先害事幾主が自ら見重用する労働者を派遣先に派遣し就業主せる犠合、業務請

負製約の下で事幾主が興約先事業所において車L機させる場合及び建設楽において就業場所が

一定しない場合l立、i'kのとおりとするω

a 労働者派遣製約め下旬派遣先事業主が自ら腹用する労働者会派遣先に派遣しl従業怠せる

場合、又は業務請負害時約の下で害事業主が契約先耳評議所において就業させる場合

ω241 -
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主たる就業場所が沖縄県内であれば、 『事業所の設置・整備に伴い、濯い入れた」に骸

当するものとする。

b 鐘設業において就業場所が一定しない場合

主たる就業場所が沖縄県内であれば、 「事業所の設置・整備に伴い、謄い入れた』に骸

当するものとする。

(ロ) 対象労働者を腫い入れた後、他の事業所に出向又は阻置転換した場合は「事業所の設置・

整備に伴い、雇い入れたj に該当しないものとする。

ただし、完了日までに当該事業所において再び就業していれば f事業所の設置ー整備に伴

い、産い入れたJに該当するものとする。

(ハ) 計聞書提出後、雇用保険の事業所設箇届提出前に新設事業所の墜負として間一事業主があ

らかじめ既存的事業所(事業所非該当承認の施設を含む。)に腫い入れた後、事業所設鐙

庖握出後完了日までに当鱗新設事業所に阻置転換した対象労働者は、当初から当核新設事

業所において濯い入れた者として取り扱って差し支えないものとする。

(ニ) 新たに企業を設立しようとする場合において、当核企業設立前に他の企業の事業所におい

て膳い入れた場合は、あらかじめ針箇書提出の段階から労働局に相桜を行い、当自主新設企

業の事業所の要員として躍い入れることが明白であり、完了日までに当鉱労働者を当君主新

設企業で濯い入れる場合に限り、当初から当骸新殺事業所において耀い入れた者として取

り扱って差し支えないものとする。

一 研修

対象労働者を膳い入れた後、{也の事業所(事業所非核当魚認の施設を含む。)で研修を受け

させる場合には、完了日までに当館事業所で就業することとなっているこ kを原則とする。

ただし、計直i書提出の段階から労働局に相談し、次iと渦げる主要件を満たしていれば、完了日

までに当該事業所で就業しないこと kなっている場合であっても f事業所の設置・整備に伴い

、腫い入れたJに核当寸るものとする幽

(イ)研修期間が 1年を趨えるものでないこと

(日)研修のカリキュラムが作成dれているものであるこ k

(ハ) 原則として、過去に閃様な研修を実施したことがあること

ホ 対象労働者を庖い入れた後、完γ日までに離織した場合は骸当しないものとする白

へ設鐙・整備費舟的確認

申告溢れた般盤・盤備費用については、必聖書に応じ、総勘定元瞬、里見金山納樽、国定資産台

帳毒事の帳簿、領収書等の原本:a>持容させることにより確認することと寸る。

また、必要に応じ、申告されたものが実際に設鐙・整備され、当骸事業所の高野畿の胤に供し

ているか密かについては、原則、事難所の5陣地調筆lとより確認することとする。

ト 新練学卒者の濯入れの砲総

(イ) 脅十箇日から完γ日までの聞に、対象労働者の他、新規学卒者を腫い入れた場合l立、当銭事

5曜を確認するこじ

(ロ) 華rr*.範学卒者であることは、卒業証明瞥等lこより議総合行うこと。

0702 常闇労働者がi盤加しているととの確認

完了闘における当該事業所の常用労働者数が併前日における当該事業所の常用労働者数を上

回ることの確認は、雇用保険適剤事業所合幌、麗用保険被保険者台l慨により行うこと白
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なお、事業所の常用労働者の算定については、次のとおりとする。

イ 設置・整備に係る事業所が新設の場合であって、計画自の前日において当骸事業所が設置さ

れていない場合には、計画日の前日における常用労働者数はO人とする。

ロ 暫定任意適用事業所の事業主に対して計画日の前日当時に任意加入の認可がない場合には、

計画日の前日における常用労働者数は0人とする。

ハ それぞれの日における常用労働者数の算定に当たっては、当日を『雇期保険の被保険者資格

を取得した日」とする者を含め、当日を「雇用保険の被保険者資格を喪失した日j とする者は

除く。

0703 沖縄県における沖縄若年者等の濯用構造の改善に資するととの確認

沖縄県における沖縄若年者等の雇用構造の改警に資すると判断できないものは、申請資格がな

いものと判断すること。

0704 申鱒資格の確箆に係る事務処塑

管轄労働局長は、申請資格の硝認に当たっては、次のイからハlと定める方法により事務処理を

行う。

イ 管轄労働局長は、散鐙・整備費用について確認し、設鐙圃整備費用の全部又は一部について

「設世・整備に墜した費fflJと認められないときは、沖縄若年者簾用促進幾励金事業所設盤圃

整備費用申告書(様式第152.3・1号)の労働局硝認欄にその旨及び趨向を記入するこ.1::，

ロ 管轄労働局長l立、沖縄奨励金支給時における当核申精資格の袖訟において、申告育事業所に係

る耳事業主都合による離職の有無について02加のイ及びロに餓当しないことを確認し、沖縄奨励

金の申請資格があると確認したときは、発γ崩の処理欄lこ沖縄饗励金に係る申請資格雄総年月

日、申精資格確認番号、仲綿奨励金対象者数を記入寸ること。

この際、対象労働者及び新規学卒者の全部若しくは一部について沖縄奨励金対象者とならな

い、又は対象者としないと確認したkきは、発γ届の備考欄にその旨"&び組曲を記入すること

。

ハ 当骸申請資絡め確認において沖縄奨励金の申補資格がないと袖認したときは、完了届の備考

欄lとその旨"&び盟主尚を記入すること。

0705 申請資格の確認の通知

管轄労働局長l士、当該申錆資格の確認において沖純然励金の支給申請資格の有無について確認

したときは、完了届に沖縄若年者雇用促進奨励金膳入れ労働者申告書圃縫都通知書(織式第152-

2・l号)を機付して事業主に通知すること。

0800 支給申鯖

0801 支給申t音響の提出

イ 抑"綿奨励金の支給を受けようとする事業主は、算定期聞が経過するごとに、当該算定期聞に

係る沖縄奨励金について当骸算定期閉め米自の翌日から起算して 2か月以内にゆ"継者年者濯

用促進灘励金支給申請警J (以下白 (2)において f沖縄奨励金女給申精舎Jという。機式鱗153

母)を公共職業安定所を通じ管轄労働局長に鐙出しなければならない。

なお、創幾聞もない事幾所が、前年度又は前々年度の労働保l険料鎖が確定していないために

当該支給申告背の期間内lこ仲紬型軽励金支給申錆替の提出を行うこkができない犠合は、女給対象
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期聞の末日後の 4月1日から年度更新(例年6月 1日から 7月10日)後 2か月を経過する日ま

での期間を支給申請期間とする凸

ロ 当該支給申請を;怠った者は、以後支給申請をするこ kができないものとする。

ハ申請書類

支給の申請は、沖縄奨励金支給申請書を提出して行うものとする。

なお、沖縄紫励金支給申請書(対象労働者専用) (様式第153-2号)及び沖縄繋励金支給申請

書(新規学卒者専用) (犠式第153-3時)の沖縄嬰励金対象者欄が不足する場合は、沖縄嬰励金

支給申請書各様式欄外の枚数記載欄を記載の上、続紙として使用すること。

ニ綜付書績

事業主は、申請書に完了届(沖縄禦励金中止庖を提出している事業主は沖縄奨励金中止届を

併せて)、前年度lζ係る有1ll定保険料申告書及び支給襲件硲認申立書(共通要領様式第 1号)を

添付しなければならないu

0802 支給申精舎の受鰹

管轄労働局長は、沖縄機励金支給申請書が慢出されたときは、事業所の所在地等を確認の上、

これを受理すること Q

0900 支給嬰件の確飽

0901 支給要件の維認

智将労働局長は支給望書件の確認を行う場合、次のイからハに定める方法により確認する。

イ 沖縄奨励金の申請資格の確認は完了届によって術総ずること。

ロ 支給対象期間中の躍用実績については、当核支給申請舎の紀畿内容及び賃金台帳等の必墜な

書類等により確認すること也

ハ 算定期における沖縄線励金対象者の在職期聞の日数及び支払われた賃金の績については、貸

金台帳、出動簿等lとより確認する。

1000 支給決定

1001 支給決定通知醤等

支給決定l士、申精の都度、炊のイからニにより行うこととする。

イ 管轄労働局長1';):、支給制限華客件を確認し、支給するこkが遡当であると判断し、支給を決定

したときは、当骸支給申請書の処理欄iこ支給決定番号、支給決定年月日、支給決定績を記入す

るものと十る。

ロ 管轄労働局長l立、沖縄若年若者等の雇用構造のR軍用開発又は沖縄県における耀用失業情勢や腫

胤構造の改善l己資すると判断されない場合は不支給の決定を行うこと。

ハ 支給決定毒事の通知

管轄労働局長は、支給Rは不支給の決定を行ったと金は、沖縄若年者燈胤促進奨励金支給(

不支給)決定通知香(機式鱒154母)により毒事業主に対して通知十ること。

また、附舗に係る沖縄奨励金対象者の全部又は}劉1について不支給の決定役したと曹は、当

該通知香の備考欄lζ金鱗及び理由を記入ナること。

ニ発了届等のi墜渓
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管轄労働局長は、支給(不支給)決定通知書(様式第155号)の送付と同時に支給申請書に添

付された0601のニの添付書類を事業主に返戻するものとする。

1100 縫過措置

1101 経過措置

雇用関係助成金支給要領の施行の日より前に提出された計画書に係る沖縄奨励金の支給につい

ては、なお従前の伊lによる。

凶 245“


